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①設置の趣旨及び必要性

１．立教大学環境学部を設置する必要性 

１）社会的背景：環境危機の深刻化と大学による環境教育・環境人材育成への期待

現代社会は深刻な環境危機の時代にあるといわれる。国連は、なかでも気候変動、生物多

様性の損失、汚染を三大地球危機（Triple Planetary Crisis）と呼び、その複合的な悪化

が地球と人類の今後を阻む可能性を警告している。自然資源を利用してきた人間社会の発

展がついに地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）を超えつつあることが指摘され、特

に温室効果ガスの蓄積による「地球沸騰化」を早急にくい止めなければ、人間社会の存続が

危ぶまれる状況となっている。 

令和６（2024）年 5月に閣議決定された日本の「第六次環境基本計画」は、三大地球危機

にくわえ、人口減少と東京一極集中や、経済の長期停滞といった国内の問題も相まって、日

本の環境、経済、社会が深刻な状況に陥っていることへの「強い『危機感』」を示しつつ、

持続可能な社会としての「循環共生型社会」を実現すべく、これまでの経済社会システムの

延長線上での対応にとどまらず、システムそのものを変革（Transformative Change）する

必要性を論じている。特に令和２（2020）年に、日本全体としてカーボンニュートラルを 2050

年までに達成することが宣言され、令和５（2023）年７月に「脱炭素成長型経済構造移行推

進戦略（ＧＸ推進戦略）」が閣議決定されたことを踏まえ、あらゆる分野で変革、移行を推

進する施策が計画されている。そして、そうした変革の実現に向け、国と大学が連携し、環

境人材育成の積極的な推進と環境研究・技術開発の体制整備に取り組む重要性が示されて

いる。 

このように、環境危機に対処し、従来のシステムそのものを変革するためには、環境に関

わる科学的な知見、アプローチに従い、経済や社会システムへの深い理解を踏まえ、課題に

対し創造的に取り組むことのできる人材が必要である。環境に関わる文系、理系双方の知識

と視座を持ち、総合的な判断、行動をできる人材が、政府、地方公共団体、企業、市民団体

といったあらゆるセクターで、今求められている。 

また、同じく令和６（2024）年５月に閣議決定された「環境保全活動、環境保全の意欲の

増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針」では、日本そして世界の深

刻な環境危機を乗り越えるために、環境教育や環境保全のための協働取組を、個人の行動変

容だけでなく、中長期的な社会システムの変革へとつなげていくことを前提に推進してい

く必要性が詳細に記されている。特に大学の役割として、環境課題に関する研究促進にくわ

え、幼少中高を通じた学校教育や地域・民間団体等との対話と協働を通じた学びへの参画と

促進、産官学民の様々な主体をつなぎながら環境を軸とした学生や地域住民、事業者等への

教育機会の提供推進を通じ、社会変革の担い手を育成することへの期待が示されている。ま

た、今後のわが国の最重要課題のひとつとして、若者の社会変革への参加の促進が挙げられ、
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若者が環境問題について関心やアイデアを発信する機会や、実際の社会での活動に参画す

る機会を通じ、経験を通じて社会を変革する力を育んでいくことの重要性が強調されてい

る。 

こうした協働取組と若者の参画を通じた社会変革は、環境課題だけでなく、現代社会が直

面するあらゆる課題の解決に向けて求められる。若者を含む様々な主体をつなぎ、その参画

を得て、対話と協働を通じて課題解決に取り組んでいくことが、社会変革を生む原動力にな

る。つまり、対話の関係を築きながら協働取組を促し広げることのできる人材の育成が、今、

広く求められている。 例えば、気候変動問題に関していえば、現在の化石燃料依存型の社

会システムをどのように評価し、どのようにリデザインするか、その移行過程で忘れてはな

らないことは何か、社会変革に向けた課題を考え、関係者との対話と協働を通じ、解決策を

実践していくことが重要である。 

また、その実践において、環境正義を重要な視点としてそなえ、ありとあらゆる人々の暮

らしと健全な生態系が持続可能なものとなるよう取り組んでいかなければならない。環境

危機やその対応の中で、特にシステムの変革を進める過程では、取り残されたり、しわ寄せ

を受けたりする人たちが生まれる。こうした人々の存在に注意を払い、格差を是正しながら

公正な過程を通じ課題解決に取り組むことができる人、つまり環境正義の視点を持ちなが

ら社会変革に取り組むことのできる人の育成が、今、急務となっている。 

環境問題は科学的な調査、分析、シミュレーション等により明らかになり、データに基づ

いて対策が講じられる。環境問題やその対策が経済に及ぼす影響もデータに基づく分析が

必要である。環境課題への取り組みには、様々なデータの解析、統計処理、ＧＩＳやＧＰＳ

といった情報技術が不可欠であり、データサイエンスや情報技術を十分に活用できること

も重要である。ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とＧＸが同時進行で進むなか、

環境負荷を低減しつつ人間性を尊重した新しい社会インフラを創造する力のある人材育成

が急務となっている。 

【参考資料 URL】 

１）第六次環境基本計画

https://www.env.go.jp/council/02policy/41124_00012.html 

２）脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（ＧＸ推進戦略）

 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html 

３）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本

的な方針 

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01376.html 
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２）日本の大学における環境教育・環境人材育成

このように、環境危機の時代を乗り越える新しい経済社会システムへの変革を担う力・人材

の育成が強く期待される中、大学教育には、そうした社会的要請に応える新たな教育の創造

が求められている。日本の大学における環境教育・人材育成の取組は、1970 年代に理工系

領域で「環境」を名称に含む学部・学科開設が広がり、1990 年代に入って社会科学領域や

学際領域でも「環境」系学部・学科開設が進んだ。2000年代に入ると、2005 年から開始さ

れた「持続可能な開発のための教育の 10年」とも連動しながら、文科省「現代的教育ニー

ズ取組支援プログラム（現代 GP）」（公募テーマの一つに「持続可能な社会につながる環境

教育の推進」を提示、採択 30件）、環境省「アジア環境人材育成イニシアティブ推進事業」

（採択 11大学）、文科省「戦略的環境リーダー育成拠点形成事業」（採択 17 大学）等の施策

により新たなプログラム開発とネットワーク構築が促され、2011年には大学・企業・行政・

ＮＰＯ等の連携プラットフォームとして「環境人材育成コンソーシアム」が発足した。現在、

1970年代から 1990年代にかけて広く設置された環境系学部・学科・研究科等の多くが各大

学内の改組等を経て姿を変え、2000 年代以降開発された環境人材育成プログラムやコンソ

ーシアムは多くが取り組みを縮小、中断している。環境問題がグローバル化し、その解決へ

向けた取り組みも高度化・複雑化するとともに、これまでの経済社会システムの延長線上に

持続可能な未来はないことが広く認識されるいま、これまでとは異なる新たな教育の創造

を、時限型プログラムではなく学部・学科の設置による大学の責任として真正面から取り組

む必要がある。 

一方、文科省は令和４年度第２次補正予算にもとづき「成長分野をけん引する大学・高専

の機能強化に向けた基金による継続的支援（以下、大学・高専機能強化支援事業）」を実施

してきた。脱炭素やデジタル化の進展といった世界の潮流にもとづく産業構造の抜本的変

革を踏まえた教育・人材育成の「成長と分配の好循環」を実現するために、意欲ある大学等

の「大胆な組織再編」が支援される施策であり、特に理工系教育の充実が期待されている。 

３）立教大学に環境学部を設置する必要性

このように、環境危機の時代を乗り越えるため、またグリーン・デジタルといった世界の

潮流に合致する成長分野をけん引するため、大学教育が経済社会システム変革を担う力・人

材を育成する新しい教育に本腰を据えて取り組むことが求められる状況を踏まえ、立教大

学は「環境学部環境学科」を設置することを決意し、上述の「大学・高専機能強化支援事業」

において令和５年度の選定を受けた。 

本学は、建学から 150年間、「Pro Deo et Patria ― 普遍的なる真理を探求し、私たちの

世界、社会、隣人のために」をその精神として掲げ、キリスト教と「リベラルアーツ」に基

づく教育を推進してきた。イギリス国教会にルーツを持つ聖公会を礎とし、設立当初から単

に既存の職業に就く能力を育成するのではなく「人格の陶冶」を支えることを目指してきた

本学のリベラルアーツ教育は、「学びの精神～なぜ学ぶのか」「学びの技法～どのように学ぶ
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のか」を理学部、社会学部、経済学部、経営学部、法学部といった多様な専門領域を横断し

ながら考える全学共通科目にくわえ、サービスラーニングなど実践的な学びを重視する複

合的なカリキュラムとして進化し、「専門性に立つ教養人」を育ててきた。 

また、2006 年度の経営学部開設とともに本学が他大学に先駆けて開発、蓄積してきたリ

ーダーシップ教育は、「シェアド・リーダーシップ」の理念に基づき、「権限やカリスマ性が

無くとも、チームをまとめ、活性化し、仲間の力を引き出すことができる『柔らかなリーダ

ーシップ』」を育てることを掲げ、広く社会から評価されてきた。2013年度からは、経営学

部以外の学生も履修できる全学プログラムとして「グローバル・リーダーシップ・プログラ

ム（立教ＧＬＰ）」を展開し、連携企業が提示する課題に対し学生がチームで取り組む「リ

ーダーシップ入門」など、現場・社会の実状と学修をつなげながら自身と仲間のリーダーシ

ップを育む科目を開講し、学生からも大変高い人気を集めている。 

さらに、立教大学は、「専門性に立つグローバル教養人」を育成することを目指すグロー

バル教育プログラムを全学的に展開している。「英語ディベート」の必修化や「専門領域を

英語で学ぶ」ための段階的科目開講、「複言語・複文化主義」に基づく第二外国語教育の充

実、中・長期海外留学プログラムにくわえ、グローバル教育センターが提供する海外ワーク

エクスペリエンスや国連ユースボランティア、「国際協力人材育成」プログラムなどの実践

科目を通じ、充実したグローバル教育を実施し、社会的に高い評価を得ている。 

このように本学が他大学に先駆けて発展させてきたリベラルアーツ教育、リーダーシッ

プ教育、グローバル教育の豊富な特色ある実績を土台としつつ、理学部、社会学部、経済学

部、経営学部、法学部等を含む既存の 11学部、理学研究科・社会学研究科・社会デザイン

研究科など 15研究科、ＥＳＤ研究所や共生社会研究センターなどの研究機関の活動のなか

で展開されてきた環境課題への取組も基盤とし、環境学部環境学科を開設する。「リベラル

アーツとサイエンスを軸にした立教型環境リーダーの育成」を掲げ、環境問題の解決と持続

可能な社会の実現に向けて、グローカルかつ分野横断的な対話と協働に基づき行動できる

力を育てることを目指す。立教大学にとっては、理学部に次ぐ２番目の自然科学系領域を柱

に含む学部の誕生となり、<Global Liberal Arts & Sciences>教育の学内モデルとして全

学に共有する役割を率先して担うこととなる。 

立教大学の環境学部では、文理の枠を超える多角的な視座と持続可能な世界への変革を

担う実践力を育成することをコンセプトとし、実績を重ねてきたリベラルアーツ教育、リー

ダーシップ教育、グローバル教育を発展させた教育プログラムを編成する。国内外のフィー

ルドでの学びを重視し、様々な専門家・関係者と対話し協働するための「つなぐ」リーダー

シップを育てて、「次代を担う新しい環境リーダー」の輩出を推進する。日本の首都、また

世界有数の都市である東京を拠点とし、全国・世界から学生が集う大学として、環境省をは

じめとする国の環境行政中枢機関や、都・区市町村自治体、都内を本拠地とする企業や

NGO/NPOなどと緊密に連携しつつ、全国・海外の地域社会とのネットワークを構築し、各地

域が直面する環境課題にローカル且つグローバルな視野から取り組む協働のつながりのハ
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ブとなることを目指す。 

また、立教大学の環境学部は、「環境正義」の理念を前面に掲げ学部教育全体を通じ追求

していくが、これも国内の大学にはまだほとんど見られない重要な特徴のひとつとなる。

人々の暮らしやあらゆる生命に様々な悪影響を及ぼす気候変動や公害などの環境問題につ

いて、特に社会的、経済的に弱い立場におかれている人がより深刻な被害を受けやすいこと、

また対策の実施に当たっても、取り残される人やしわ寄せを受ける人が出やすいことを認

識し、公正な社会と環境の保全をともに実現することが必要だとする「環境正義」の考え方

は、近年、国際社会でその重要性が盛んに論じられ、先述の「第六次環境基本計画」をはじ

め日本の政策においても言及されるようになっている。キリスト教理念にもとづき、世界の

隣人を愛し、苦しむものへの共感性を育むことを是とする本学であるからこそ、この理念を

基軸とし、すべての学生に、「環境正義」のために自身の専門性を活かすことへの意識を育

み、さらに学外の環境課題に関わる人たちがこの理念を共有してともに働くネットワーク

を築くハブとなることを目指す。 

２．立教大学環境学部が養成する力・人材像 

１）環境学部の教育研究上の目的

本学部の教育研究上の目的を以下のとおりとし、これを学則に明記する。 

環境学部は、自然環境と人間の関係を複合的な視点でとらえ、環境問題の解決と持続可能

な社会への変革に貢献できる力の育成を目的とする。文理の枠を超えて幅広く知識を身に

つけ、現実の課題と結びつけながら活用できる能力と、環境正義の概念を理解し、自らの強

みを活かしながら、対話と協働の関係を構築できるリーダーシップを養う。 

２）環境学部の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

本学部では「環境学」を教育研究の中心に位置付け、学士（環境学）の学位を授与する。

学位授与の方針は以下のとおりである。 

◆学修成果

「学士(環境学)」を授与される学生は、以下のような能力を有する。

１．一つの立場、一つの考え方にとらわれず、様々な分野にまたがる視野・視点・視座

から物事をとらえることができる。 

２．自分の強みを活かしながら、他者の強みを引き出し、課題解決に向けて「対話」と

「協働」を導くリーダーシップを発揮できる。  

３．環境に関する知識やスキルを現場の実状と関連づけて実践的に活用することができ

る。 
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４．環境課題に関する「不正義」に向き合い、より公正な社会を目指す「環境正義」の

理念とその重要性を理解することができる。 

５．環境学において自ら見出した専門性をもとに、環境問題の本質について考えること

ができる。 

６．地球市民の一人として、グローバル・ローカルな環境課題の解決と持続可能な未来

の実現に向けて、社会の変革に参画する意志を持つことができる。 

さらに全学共通科目により、 

７．言語Ａの学修によって、聞く・話す・読む・書くという基本的技能にもとづいて、

状況に応じて適切なコミュニケーションができる。さらに、英語圏の文化のみならず、

英語を通して得た国際的な知見によって、多様な文化を理解し、対応できる。また、

自分の専門領域の内容を英語で学ぶ基礎が身につく。また、NEXUSプログラムにより

入学した学生については、言語Ｂと合わせて大学での学修に必要とされる高度な日

本語運用能力を養うとともに、実社会のコミュニケーションに対応できる実践的な

日本語力を身につける。 

８．言語Ｂの学修によって、聞く・話す・読む・書くという基本的技能にもとづいて、

日常生活における基本的なコミュニケーションができる。さらに、当該言語圏の文化

のみならず、その言語を学ぶ過程で獲得した多元的な視点を通じて、異文化を理解し、

対応できる。また、留学生については、大学での学修に必要とされる高度な日本語運

用能力を養うとともに、実社会のコミュニケーションに対応できる実践的な日本語

力を身につける。 

９．学びの精神では、立教大学設立理念の一端に触れ、自ら主体的に学ぶ姿勢を身につ

け、大学での講義科目受講の包括的スキルを体得する。  

10．多彩な学びでは、学問的知見の多様性と豊饒性を理解し、他の諸学問の成果を交錯

させることで、世界を複眼的に解読する柔軟な知性を涵養する。また、スポーツ実習

では、心身の健康増進を目的とした科学的知識を理解し、スポーツの実践をとおした

体力の維持・向上、運動習慣を醸成する。  

◆学修環境

上記のような学修成果をもたらすために、以下のような学修環境を提供する。

１．初年次当初より、オリエンテーション合宿や少人数授業などを通じ、学生と学生、

学生と教員のつながりを基盤とした学びの共同体を形成する。 

２．在学期間を通して学生１名につき専任教員１名が担任(アカデミック・アドバイザ

ー)として学修上のアドバイスを適宜与える。 

３．文理の枠を越える多様な専門分野の教員陣のチームワークによって、環境学を多角

的、かつ系統的に学ぶことのできるカリキュラムを設定する。 

４．文系・理系の枠を越えて学生がともに学ぶために、高校での理系科目履修の差を埋
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める充実した基礎教育を提供するとともに、すべての学生が１年次より環境科学の

基礎を身につけることのできる科目を設定する。 

５．現実の環境課題に向き合いながら「対話」と「協働」を導く力を育む系統的なリー

ダーシッププログラムを提供する。 

６．すべての学生が１年次より、実際にフィールドを訪れ、現場の実情を学び、様々な

人々と出会う機会を得ることのできるカリキュラムを提供する。 

７．すべての学生が、入学後に多様な分野に触れながら、自らの関心に応じて専門分野

を定め、専門的指導を受けられるカリキュラムを提供する。 

８．学生と学生、学生と教員の間の分野を越えた学び合いにくわえて、地域や企業、市

民社会組織の人々など、多様な人と交流し学び合う機会を提供する。 

９．学びの集大成として、調査研究と論文執筆に取り組む「卒業論文」か、環境課題の

解決につながる活動に取り組む「卒業プロジェクト」のいずれかを選ぶことができ、

それぞれについて適切な指導を受けられるカリキュラムを提供する。 

10．英語を用いて学ぶ科目を、講義・実習ともに設置する。 

11. 海外でのフィールド実習や留学など、グローバルな学修の機会を提供する。

12．学生の学修の進捗および達成度を測るために、国際標準のＧＰＡ制度を適正に運用

する。 

３）環境学部の教育課程編成の方針（カリキュラム・ポリシー）

本学部の教育課程編成の方針は以下のとおりである。 

◆教育課程の編成と特色

環境学部の教育課程は、学士課程における修業年限４年間を「導入期」「形成期」「完

成期」の３期に区分し編成している。各期のねらいは以下のとおりである。

１．導入期は、「リベラルアーツとしての環境学原論１」、「環境科学入門１」、「環境フ

ィールドスタディ１」、「環境リーダーシップＥＬ１（学びの技法含む)」、「学びの精

神」、言語教育科目で構成し、形成期、完成期における学修の基礎を醸成する。なお、

ＮＥＸＵＳプログラムでは、標準 0.5 年間〔１学期間〕の日本語集中履修期間に加

え、言語Ａおよび言語Ｂにおける日本語、ならびに平易な日本語を用いて実施する

「学びの精神」の履修をとおして、学ぶための姿勢と基礎的な知識・技法を身につけ

る。 

２．形成期は、「リベラルアーツとしての環境学原論２」「環境科学入門２」「環境リー

ダーシップＥＬ２」にくわえて、基幹科目の履修を通じて基礎的な学修の完成を目指

すとともに、発展科目、実践科目を履修することよって、自らの専門性を見出し、現

場での実践力を養う。基幹科目は、環境に関する重要なトピックを文理にまたがる複
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数の学問分野の視点から読み解く「Ａ：環境総合」、人文社会科学系の基礎を身につ

ける「Ｂ：人間と社会」、自然科学系の基礎を身につける「Ｃ：科学と技術」の科目

群からバランスよく履修することによって、文理の枠を越えた視野・視点・視座を身

につける。発展科目は、講義系科目に加え、自然科学系の実験・実習科目を含む、環

境学を構成する多様な分野の中から選択し履修することによって、自らの専門性を

見出し、深めていく。形成期の実践科目においては、様々な環境課題の現場で実践的

な活動をおこなう。これらの学びを通して、環境正義の理念を理解し、幅広い知識を

現実の課題と結びつけながら活用できる力を身につける。 

３．完成期は、引き続き、発展科目や実践科目の履修を通じて、学生の軸となる領域に

関して専門的、個別的な内容を学習し、その専門性を磨いていくとともに、周辺領域

の学問分野についても学びを拡げていく。卒業論文・プロジェクト関係科目の履修を

通じ、４年間の学修の集大成として、学問的な研究を行い論文を執筆する「卒業論文」、

または実際の課題解決につながる活動を自ら計画・実行する「卒業プロジェクト」の

いずれかを選択して取り組む。また、「卒業コロキウム１・２」を履修し、自分の専

門性を軸に、他の学生や教員との交流の中で、環境問題の本質を考え、持続可能な未

来の実現に向けた社会変革に参画する意志を共有する。 

◆環境学部のカリキュラムの構造（資料１）

◆教育課程の構成

環境学部の卒業要件単位は 124 単位であり、履修区分に応じて以下の科目群に分けら

れている。 

１．必修科目（20単位）は、以下の科目区分で構成する。 

・言語教育科目（言語Ａ） ６単位

・言語教育科目（言語Ｂ） ４単位

・リベラルアーツとしての環境学原論１・２ ４単位

・環境科学入門１・２ ４単位

・環境フィールドスタディ１ ２単位

２．選択科目（88単位）は、以下の科目区分で構成する。 

・学びの精神  ４単位 

・多彩な学び・スポーツ実習 14単位

・卒業論文・プロジェクト関係科目 18単位

・基幹科目 16 単位以上（Ａ：環境総合４単位以上、Ｂ：人間と社会６単位以上、

Ｃ：科学と技術６単位以上）

・発展科目 12 単位以上

・実践科目（学びの技法含む） ６単位以上
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３．自由科目は（16単位）は、他学部・他学科科目、専門導入科目、専門関連科目、言

語自由科目などから構成する。自由科目には、以下から 16単位を修得することがで

きる。 

・必修科目・選択科目の卒業要件単位数を超えて修得した単位

・他学部・他学科科目

・専門導入科目・専門関連科目

・言語自由科目

・５大学間単位互換制度による他大学科目

●環境学部では、文理の枠を越え、複数の学問分野を融合的に学ぶことをめざし、多

様な専門分野の講義科目を配置している。必修科目、基幹科目、発展科目を段階的

に履修していくことで、幅広い視野と多角的な視座を身に付けながら、時間をかけ

て自らの専門性を見出し深めることができる。

●また、知識やスキルを現実の課題と結びつけながら活用できる力や、持続可能な未

来に向けた対話と協働を導くリーダーシップを育むため、実践科目群を配置し、フ

ィールドとつながる学びを重視している。くわえて、学問的研究だけでなく、課題

解決の実践的な取り組みも支援するために、「卒業論文」か「卒業プロジェクト」

を選択制としている。

●専門導入科目として、数学、物理、化学、生物といった高校の理系科目の履修の差

を埋める機会を提供し、大学での学修への円滑な移行を促す。

●言語教育科目では、必修科目として言語Ａ（英語）と言語Ｂ（ドイツ語・フランス

語・スペイン語・中国語・朝鮮語・日本語（留学生のみ）から１言語を選択）の２

言語を課している。ただし、ＮＥＸＵＳプログラムでは言語Ａと言語Ｂともに、日

本語を課す。さらに学修を深め、新しい言語に挑戦するための言語自由科目（14言

語）を開講している。少人数クラスでの「聞く・話す・読む・書く」の基本的技能

の訓練を通じて、当該言語による専門的または日常的なコミュニケーションを可

能にし、異文化対応能力を育成する。

●学びの技法は、大学における学問を修めるうえで必要なスキルの向上を目的とす

る。学部の専門領域に即して、スチューデント・スキル及びスタディ・スキルの向

上、情報リテラシーの理解、キャリアプランの形成等を、少人数の演習形式で実施

する。

●学びの精神は、大学で学ぶこと、また立教大学での学びの意味について理解する科

目群である。宗教、人権、大学、また立教大学ならではの専門性をキーワードに据

え、多様な主題を交えた科目を配置する。

●多彩な学びは、広範な学問分野を俯瞰した、多彩な科目群である。人文学、社会科

学、自然科学、スポーツ人間科学に依拠しながらもその枠を超えた、幅広い知識と
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教養、総合的な判断力を養う科目を配置する。スポーツ実習は、スポーツの実践を

とおして健康の維持向上を図る科目群である。運動技術の向上を目指すスポーツ

プログラム、実践に加えて歴史的、文化的背景を身につけるスポーツスタディを配

置する。 

◆「学部・学科の学修成果」と、科目群もしくは科目との関係

１．一つの立場、一つの考え方にとらわれず、様々な分野にまたがる視野・視点・視座

から物事をとらえることができる。（「リベラルアーツとしての環境学原論１・２」「環

境科学入門１・２」、基幹科目Ａ（環境と総合）・Ｂ（人間と社会）・Ｃ（科学と技術）

の科目群、「環境コロキウム１・２」） 

２．自分の強みを活かしながら、他者の強みを引き出し、課題解決に向けて「対話」と

「協働」を導くリーダーシップを発揮できる。（「環境リーダーシップＥＬ１～ＥＬ

４」） 

３．環境に関する知識やスキルを現場の実状と関連づけて実践的に活用することがで

きる。（「環境フィールドスタディ１・２」「短期フィールドワークＡ～Ｃ」「長期フィ

ールドワークＡ～Ｅ」「短期ワークエクスペリエンスＡ・Ｂ」「長期ワークエクスペリ

エンスＡ・Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」「野外活動実習」など）

４．環境課題に関する「不正義」に向き合い、より公正な社会を目指す「環境正義」の

理念とその重要性を理解することができる。（「リベラルアーツとしての環境学原論

１・２」、「環境倫理」ほか基幹科目Ｂ（人間と社会）科目群、その他該当発展科目、

実践科目） 

５．環境学において自ら見出した専門性をもとに、環境問題の本質について考えること

ができる。（発展科目群、卒業論文・プロジェクト関係科目群） 

６．地球市民の一人として、グローバル・ローカルな環境課題の解決と持続可能な未来

の実現に向けて、社会の変革に参画する意志を持つことができる。（「リベラルアーツ

としての環境学原論１・２」、「気候変動とカーボンニュートラル」ほか基幹科目Ａ（環

境と総合）科目群、「社会変革の環境教育学・ＥＳＤ論」ほか基幹科目Ｂ（人間と社

会）科目群、「Natural and Social Sciences of Triple Planetary Crisis」ほか英

語開講科目群、「短期ワークエクスペリエンスＡ・Ｂ」「長期ワークエクスペリエンス

Ａ・Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」などの実践科目群、その他該当発展科目など） 

７．言語Ａの学修によって、聞く・話す・読む・書くという基本的技能にもとづいて、

状況に応じて適切なコミュニケーションができる。さらに、英語圏の文化のみならず、

英語を通して得た国際的な知見によって、多様な文化を理解し、対応できる。また、

自分の専門領域の内容を英語で学ぶ基礎が身につく。ただし、ＮＥＸＵＳプログラム

では、言語Ａ（日本語）の学修によって、大学での学修に必要とされる高度な日本語

運用能力を養うとともに、実社会のコミュニケーションに対応できる実践的な日本
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語力が身につく。 

８．言語Ｂの学修によって、聞く・話す・読む・書くという基本的技能にもとづいて、

日常生活における基本的なコミュニケーションができる。さらに、当該言語圏の文化

のみならず、その言語を学ぶ過程で獲得した多元的な視点を通じて、異文化を理解し、

対応できる。また、留学生については、大学での学修に必要とされる高度な日本語運

用能力を養うとともに、実社会のコミュニケーションに対応できる実践的な日本語

力を身につける。 

９．学びの精神では、立教大学設立理念の一端に触れ、自ら主体的に学ぶ姿勢を身につ

け、大学での講義科目受講の包括的スキルを体得する。 

10．多彩な学びでは、学問的知見の多様性と豊饒性を理解し、他の諸学問の成果を交錯

させることで、世界を複眼的に解読する柔軟な知性を涵養する。また、スポーツ実習

では、心身の健康増進を目的とした科学的知識を理解し、スポーツの実践をとおした

体力の維持・向上、運動習慣を醸成する。 

◆履修モデル（資料２）

４）入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）

◆教育活動・教育内容

＜環境学部の教育概要＞

環境学部の教育プログラムは、リベラルアーツ教育、環境リーダーシップ教育、フィ

ールド教育を３つの柱とし、全体として「環境正義」の理念と社会変革への意志の共有

を基盤におく。 

・リベラルアーツ教育：文理の枠を越え、複数の学問分野を融合的に学ぶことをめざ

し、多様な専門分野の講義科目を配置する。必修科目、基幹科目、発展科目を段階

的に履修していくことで、幅広い視野と多角的な視座を身に付けながら、時間をか

けて自らの専門性を見出し深めることができる。 

・環境リーダーシップ教育：現実の環境課題に向き合いながら「対話」と「協働」を

導く力を育む系統的なリーダーシッププログラムを提供する。

・フィールド教育：すべての学生が１年次より、環境課題の現場を訪れ、様々な人々

と出会う機会を得ながら、知識やスキルを現場の実状と関連づけて実践的に活用

する力を育むことのできるカリキュラムを提供する。

・環境正義：環境課題に関する「不公平」に向き合い、より公正な社会を目指す 「環

境正義」の理念とその重要性を学び、持続可能な未来へ向けた社会変革の意志を共

有する。

＜指導体制＞ 
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・学業や大学生活について常時相談を受け付けるため、アカデミックアドバイザー

（担任）制を導入する。

・初年次当初より、オリエンテーション合宿や、「フィールドスタディ１」「環境リー

ダーシップＥＬ１・ＥＬ２」など 20名程度の少人数で展開する授業科目を提供し、

学生と学生、学生と教員の関係構築を促す。

・文理の枠を越える異分野の教員が共同で担当する授業を多く開講し、多角的視座か

らの教育を推進する。 

・高校での理系科目履修の差を埋める導入教育を提供するとともに、すべての学生が

１年次より環境科学の基礎を身につけることのできる科目を設定し、文理の枠を

越えて学生がともに学ぶことのできる環境を用意する。 

・優秀な上級生をスチューデント・アシスタント（ＳＡ）、大学院生をティーチング・

アシスタント（ＴＡ）として配置し、一人ひとりの学生に指導が行き届くような環

境を用意する。 

・実験・実習のための多様な実験室および実験設備を用意する。

・基幹的な科目については主な教科書・参考書・演習書を図書館に導入し、学生が学

びを広げ深めるための蔵書を充実させる。

・３年次の「専門演習１・２」、４年次の「卒業論文・卒業プロジェクト演習１・２」

等を通して、各学生が調査研究と論文執筆に取り組む「卒業論文」か、環境課題の

解決につながる活動に取り組む「卒業プロジェクト」のいずれかを選ぶことができ、

それぞれについて適切な指導を受けられる体制を用意する。

・正課としての「ワークエクスペリエンス」などを通じてキャリア教育を積極的に展

開する。 

・指導力向上のための教員研修（ＦＤ）を実施し、指導力の向上に日々努める。

・海外の連携先等を訪れる実践科目や留学支援体制を用意し、グローバルな学修を促

進する。 

＜指導法＞ 

・多くの授業科目で、学生と学生、学生と教員の間の分野を越えた学び合いにくわえ

て、地域や企業など学外の実社会の人々など、多様な人との交流と学び合いを通じ

た「対話」と「協働」の力の育成と、「環境正義」の理念にもとづく社会変革の意

志の共有を重視する。 

・多くの授業科目において、筆記試験だけでなく、グループワーク、プレゼンテーシ

ョン、レポートなど様々な要素を評価に取り入れる。

・学生自らが課題設定をして企画・実行する活動を重視する。特に環境課題の解決や

持続可能な社会づくりへ貢献するアクションを、正課授業・課外活動の双方を通じ

支援する。 
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◆入学者に求める知識・技能・態度・体験

環境学部の教育目的や教育活動に賛同し、以下のような知識・技能・態度・体験を有す

る学生を求める。 

＜知識＞ 

高等学校で学ぶ内容にくわえて、社会の出来事にも幅広く関心を持ち、知識を蓄えて

おくこと。環境学部は文理融合の学部であり、文系・理系にとらわれず多様な分野に興

味を持ち学んでいることが望ましい。高校の授業だけでなく、日頃から新聞などの様々

な媒体でニュースに触れ、知識と思考を得ておくことが望まれる。 

＜技能＞ 

授業を理解し、本を読み、グループワークやディスカッション、プレゼンテーション

等を行うために必要となる日本語の能力を有することが必要である。コンピュータの

基本ソフトをある程度操作できることが望まれる。「英語」に関しては、読む、書く、

話す、聞くといった能力を高等学校で十分に身につけておくことが必要である。 

＜態度＞ 

環境問題をはじめ、現代社会のさまざまな問題に対する関心をもっていることが望

まれる。また、さまざまな背景、価値観、経験を持つ他者を理解しようと努め、対等な

関係性を構築し、協働的に活動できる素地があることが望まれる。また、環境学に関す

る興味・関心があり、学問的に探究し、持続可能な社会の実現に参画する志を有してい

ることが必要である。 

＜体験＞ 

日常生活において、環境問題を含むさまざまな問題に関心を持ち、それを理解しよう

と努力した経験をもつことが望まれる。さらに、そうした問題に対し、仲間と、または

個人で、主体的に取り組んだ経験があるとより望ましい。また、高等学校における生徒

会活動、クラブ活動、行事実行委員会活動、海外留学や、学校外の地域活動や社会的活

動への主体的な取り組みの経験を持つことや、それら経験の意味を深く考え今後に生

かそうとする姿勢も重要である。 

◆入試種別の目的

＜一般入試＞

本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、環境学部での教育を志望する者に対し

て、高等学校における教科・科目の学習の達成度を測り、選抜することを目的とする。 

＜大学入学共通テスト利用入試＞ 

本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、環境学部での教育を志望する者に対し

て、高等学校における教科・科目の学習の達成度を、大学入学共通テストを利用して測

定し、選抜することを目的とする。 

＜自由選抜入試＞ 
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環境学部に関連した高い能力をもつ者、あるいは学業以外の諸活動の分野に秀でた

個性をもつ者で、本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、そこで学びたいという熱

意を提出書類及び面接等の内容により多面的・総合的に評価し、選抜することを目的と

する。 

＜アスリート選抜入試＞ 

スポーツ競技の実績が優秀であるだけでなく、人格的にも優れ学業に対する高い意

欲をもつ者を、競技実績や提出書類、小論文、面接等の内容により多面的・総合的に評

価し、選抜することを目的とする。 

＜外国人留学生入試（書類選考による募集制度）＞ 

国際交流の一環として、交換留学制度とは別に、本学での教育を希望する外国人留学

生を、提出書類および日本留学試験の成績等の内容により、多面的・総合的に評価し、

選抜することを目的とする。 

＜指定校推薦入学＞ 

環境学部が自らの教育目的に基づいて、特色ある教育を行っている高等学校を指定

したうえで、環境学部の教育目的を理解し、環境学部が定める一定の学力を有する者を

高等学校長が推薦し環境学部が受け入れることを目的とする。 

＜関係校推薦入学＞ 

日本聖公会に所属する高等学校を対象として、本学ならびに環境学部の教育目的を

理解し、キリスト教に基づく教育を継続して学びたいという意欲のある者を高等学校

長が推薦し本学が受け入れることを目的とする。 

＜学校長推薦による入学（ＮＥＸＵＳ）＞ 

ＮＥＸＵＳプログラム日本語集中履修期間のカリキュラム内容ならびに２学期目以

降に接続する環境学部カリキュラムにおける教育目的に基づいて、特色ある教育や言

語教育を行っている外国の高等学校を指定したうえで、次世代に繋がるグローバルな

協働共生について日本語コミュニケーションを通じ実践する姿勢を持ち、かつ環境学

部の教育目的を理解し、本学が定める一定の学力を有する者を当該の高等学校長が推

薦し、環境学部が受け入れることを目的とする。 

◆入学前学習

REO（Rikkyo English Online）を利用した英語学習を課している。また、指定校推薦

入学・関係校推薦入学・自由選抜入試合格者・アスリート選抜入試の合格者に対しては

入学前に読んでおくべき推薦図書リストを送付している。

３．組織として研究対象とする中心的な学問分野 

立教大学環境学部が研究対象とする中心的な学問分野は「環境学」であるが、教育研究上

の目的のなかで「自然環境と人間の関係を複合的な視点でとらえること」「文理の枠を越え
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幅広く知識を得ること」を強調しているとおり、自然科学、人文社会科学の多様な領域を幅

広く扱いながら、環境課題の解決や持続可能な社会への変革につながる実践的な環境学研

究を展開していくこととする。具体的には、気候変動とカーボンニュートラル、生物多様性

とネイチャーポジティブ、資源循環とサーキュラーエコノミー、環境汚染・公害、環境アセ

スメントと持続可能な開発といった現実の環境課題に対し、環境化学、生命科学、生物学、

気候力学、環境史学、環境工学、環境デザイン学、環境地理学、環境政策学、環境経済学、

環境法学、環境社会学、環境教育学、経営学の各領域を含む学際的研究チームを組織し、共

同研究を推進する。 

②学部・学科の特色

学校教育法第 83条にあるとおり、大学の役割は、「広く知識を授けるとともに、知的、道

徳的、及び応用的能力を展開させる」ことであり、「教育研究の成果を広く社会に提供する

ことにより、社会の発展に寄与する」ことである。本学部の教育プログラムの特色は、リベ

ラルアーツ教育、リーダーシップ教育、フィールド教育の３つを教育の柱とする点である。

環境正義の概念を理解し、持続可能な社会への変革のために行動できる、次代を担う「環境

リーダー」の育成が本学部の教育目標であり、本学部が社会に対して果たす役割である。こ

の特色、役割はまさに、上記の大学の役割を体現するものであると考えている。 

ＯＥＣＤが令和元（2019）年に提示した「ラーニング・コンパス 2030」は、世界の教育改

革の指針として知られ、そこに示された「変革を起こすコンピテンシー（Transformative 

competencies）」が現代社会における教育の柱として国内外で広く重視されている。「変革を

起こすコンピテンシー」を構成する「①新たな価値を創造する力、②対立やジレンマを克服

する力、③責任ある行動をとる力」は、環境危機を乗り越え持続可能な未来へ向けて社会経

済システムを変革していくうえで欠かせない力であり、本学部の教育課程は、こうしたコン

ピテンシーの獲得を目指して編成するものとする。 

中央教育審議会答申「2024 年に向けた高等教育のグランドデザイン」（平成 30 年 11 月）

では、高等教育が目指すべき姿として「『何を教えたか』から、『何を学び、身に付けること

ができたのか』への転換が必要」であり、教育課程の編成においては「学修者自らが学んで

身に付けたことを社会に対し説明し納得が得られる体系的な内容となるよう構成すること

が必要」とされている。上記のような、持続可能な社会への変革を担うコンピテンシーへの

着目は、この指摘と合致するものである。 

さらに、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17年１月）の提言する

「高等教育機関の個性・特色の明確化」においては、大学が７つの機能を併有するとして、

その比重の置き方が個性・特色の表れとなるとしている。本学部が重点的に担おうとする機

能は、そのうちの、「3.幅広い職業人養成」、「4.総合的教養教育」、及び「7.社会貢献機能（地
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域貢献、産学官連携等）」である。 

これらのことを踏まえて、以下の５点が本学部の教育内容の特色である。 

第一にリベラルアーツ教育：「変革を起こすコンピテンシー」の一つとしてあげられてい

る「①新たな価値を創造する力」を涵養するためには、多彩な視座に立ち、幅広い視野と多

角的な視点を獲得することが重要である。そのために、「4.総合的教養教育」の機能として、

リベラルアーツ教育を教育の柱の一つに掲げ、文理の枠を越え、複数の学問分野を融合的に

学ぶことをめざし、多様な専門分野の講義科目を配置する。また、多彩な教員陣によるチー

ムティーチングによる、オムニバス形式やリレー形式、さらに教員同士や地域や企業、官公

庁や市民団体等から招く多彩なゲストが対話形式で実施する授業を配置することで、学生

は、それぞれの学問分野を関連づけながら、多様な視座からの考え方を身に付けることがで

きる。本学部の教育課程は自由度の高さを特徴とし、様々な履修過程を経た異学年の学生が

授業内外での活動を通して、異なる価値観をもつ学生同士、あるいは学生と教員、さらには

現場で様々な立場・視座から環境課題に取り組む人々との交流ができるように設計されて

いる点も特色となる。 

第二にリーダーシップ教育：対話と協働を通じて、環境課題を取り巻く「②対立やジレン

マを克服する力」を身に付ける教育プログラムとして、リーダーシップ教育を実施する。立

教大学が経営学・組織論を基盤に独自に展開してきたリーダーシッププログラムを、本学部

でさらに発展させ、環境課題の解決と持続可能な社会づくりに向けて一人一人がリーダー

シップを発揮していく「シェアド・リーダーシップ」のスキルの獲得を目指す。一人のリー

ダーを置くという従来のリーダーシップ構造を脱し、環境課題を含む様々な状況の複雑さ

や不確実さを特徴とする「ＶＵＣＡ（Volatility（変動性）・Uncertainty（不確実性）・

Complexity（複雑性）・Ambiguity（曖昧性））の時代」を生き抜くためのソフトなリーダー

シップを育むことが特色である。企業やＮＰＯ、官公庁等からゲストを招き、現実の環境課

題に向き合いながら、「リーダーシップは誰しもが発揮できるものであり、すべきもの」と

し、「自らの強みを活かしたリーダーシップを発揮」するために、課題解決型授業を通して、

ゲストから提示された課題に対して、学生自身がグループワークにより、解決案を創り出し

ていく課程を体験する。その過程において、「視座を高める」ことを意識し、物事を客観的

かつ広い視野で見ることを学び、より多角的な視点で物事を判断できる適切なリーダーシ

ップの発揮を学ぶ。また、プログラムの後半ではリーダーシップの理論的な側面も学び、持

続可能な社会づくりに不可欠な「対話」と「協働」を導く力を育む系統的な環境リーダーシ

ッププログラムを提供する。こうした教育の提供により、様々なセクターの環境と持続可能

な社会づくりに関わる分野において活躍できる「3.幅広い職業人の育成」をめざす。 

第三にフィールド教育：現代社会が直面する環境課題は様々な要因が複雑に絡み合って
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おり、その解決のためには時間軸を考慮に入れながら、深く、広く、構造的に物事を捉えて、

その課題に最も効果的な解決策を見出し貢献していくための「③責任ある行動をとる力」が

求められる。特に深さの視点を持つためには、環境問題の現場に存在する、個々の文脈に即

した具体的な情報に触れることが必要である。そのような深さの視点の獲得を目的とし、１

年次に現場を訪れる「フィールドスタディ１」を必修とし、環境課題に実際に取り組む人々

と出会い、対話を通して課題に対する理解を深め、知識やスキルを現場の実状と関連づけて

実践的に活用する力を育むことを目指す。また２年次以降にも選択科目として、国内外の環

境課題の現場で現地の人々とともに課題に取り組むフィールドワーク等の機会を豊富に提

供する。これらの学びは、知識やスキルを現実の課題と結びつけて活用する力を育む本学部

における教育の特色の一つであり、「3.幅広い職業人の養成」「4.総合的教養教育」に繋がる

ものである。 

第四に社会変革へ向けた行動の重視：本学部の教育目標は、持続可能な社会への変革のた

めに行動できる、次代を担う「環境リーダー」の育成であり、そうした行動への意志を共有

する機会を教育課程の中で重視する。４年次に学びの集大成として、学術的な研究に取り組

む「卒業論文」に代わり、環境課題解決に取り組む「卒業プロジェクト」を選択できること

とし、「卒業プロジェクト」においては、教員のサポートのもと、学生自身が、環境課題の

解決と社会の変革に向けたプロジェクトの立案、計画を行い、主体的に実践に取り組む。ま

た、それに先立つ科目として、プロジェクト実習やワークエクスペリエンス等を展開し、現

実社会において「③責任ある行動をとる力」を育む体系的な構成になっていることが特色で

ある。こうした教育は「3.幅広い職業人育成」に効果的なものであると同時に、「教育の成

果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与する」「7.社会貢献機能(地域貢献・

産学連携等)」の役割にもつながることが期待される。 

第五に環境正義の理念の理解と共有：本学部の教育全体を通じて、環境課題に関する「不

正義」に向き合い、より公正な社会を目指す「環境正義」の理念とその重要性を学び、共有

する。この「環境正義」の理念は、上述の教育課程のすべての根底として、全教員が意識し

共通して各授業の内容に反映させ、行動原理の根本として学生が学んでいくことを目標と

する。キリスト教にもとづき、世界の隣人を愛し、苦しむものへの共感性を育むことを是と

する本学であるからこそ、この理念を基軸とし、すべての学生に、「環境正義」のために自

身の専門性を活かすことへの意識を育み、さらに本学部の教育を通じ、現場の環境課題に関

わる人たちともこの理念を共有し、ともに働くネットワークを築くことを目指す。 

以上のように、本学部の教育の特色を５点にわたりあげたが、いずれも教員が「何を教え

たか」という教育から、学修者が「何を学び、身に付けることができたのか」を理解する教

育への転換を図る学部全体としての取組であり、さらに学修成果を現実の社会につなげ、環
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境正義にもとづく持続可能な社会への変革のために実践する教育へと昇華させるものと言

える。 

このような特色ある教育を展開するために、文理を越えて、様々な分野から多彩な教員陣

を構成し、一学科に集約することにより、上記の機能を十分に発揮できるものと考えている。

また、多分野にわたる教員が、教育・研究を通して交流し、他の学問分野の視点を取り入れ

ることで、教員自身の資質の向上も期待される。 

③学部・学科の名称及び学位の名称

１．「環境学部」とする理由 

本学部の教育理念は、環境危機に取り組む観点から、対話と協働の関係を構築できるリー

ダーシップを育むことであり、リベラルアーツ教育、リーダーシップ教育、フィールド教育

を 3つの柱とし、「環境正義」の理念と社会変革への意志を共有した、次代を担う「環境リ

ーダー」の育成を目指すことにある。また、環境学の特定の分野に限った教育ではなく、文

理の枠を超え、環境学に関する幅広い学問分野を融合的に学び、現代の環境問題にアプロー

チすることとしている。このような設置趣旨から，名称を環境学部環境学科とした。

２．学位に付記する専攻分野の名称 

本学部は「環境学科」という単一の学科で構成され、学科の名称の持つ意味は、前項での

説明のとおりである。本学部では環境に関わる様々な学問領域からなる「環境学」を教育研

究の中心に位置づけているため、学位に付記する専攻分野の名称も「環境学」とするのが適

切である。 

３．英訳名称 

環境学部環境学科の英訳名称は、日本語名称を直接的に反映させるとともに、国際的な通

用性も踏まえ、以下のとおりとする。なお、学位名については文理融合の学部であることか

ら、Bachelor of Arts & Sciencesとする。 

種類 日本語名称 英語名称 

学部名 環境学部 College of Environmental Studies 

学科名 環境学科 Department of Environmental Studies 

学位名 学士（環境学） Bachelor of Arts & Sciences 
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④教育課程の編成の考え方及び特色

１．教育課程の編成・実施方針 

本学部の教育課程編成の方針は、前述の「①設置の趣旨及び必要性」にて記載したとおり

である。 

２．科目区分の設定及び各科目区分の科目構成 

１）科目区分の設定及びその理由

本学では、全ての学部が、教育課程を「全学共通科目」と「専門科目」に大別することと

しており、本学部においてもそれに倣う。「全学共通科目」は「言語系科目」と「総合系科

目」で構成する。「専門科目」は、学年の進行に従って配置し、学修の基盤、学習の核そし

て問題意識の拡大のため、「専門必修科目」、「基幹科目」、「発展科目」、「実践科目」、「卒業

論文・プロジェクト関係科目」、「専門導入科目」及び「専門関連科目」に区分する。 

２）各科目区分の科目構成

【全学共通科目－言語系科目】 

複数言語を学修し、多元的な視点を養うため、「言語Ａ」（英語）と「言語Ｂ」（ドイツ語・

フランス語・スペイン語・中国語・朝鮮語・ロシア語・日本語（留学生のみ）から１言語を

選択）の２つにさらに区分する。加えて、さらに学修を深め、新しい言語に挑戦するための

言語自由科目（14言語）を開講している。 

【全学共通科目－総合系科目】 

専門領域の枠を超えた人間としての深い認識や価値観、総合的な判断力を養うため、「学

びの精神」、「多彩な学び」及び「スポーツ実習」の３つにさらに区分する。 

「学びの精神」は、大学で学び始めるにあたり、大学で学ぶこと、また立教大学という場

で学ぶことの意味を理解する科目群である。宗教、人権、大学といった本学らしい基本とな

るテーマを包含した科目を用意し、また、教員との対話、学生同士の協働作業をとおして講

義の受け方を体得する。さらに、自ら調べ、自ら考えて発信する、大学での主体的な学びの

姿勢を身につける。 

「多彩な学び」は、専門分野の枠を超えた幅広い知識と教養、総合的な判断力を養うこと

を目的とし、今日的なテーマを扱う６つのカテゴリで構成する科目群である。 

「スポーツ実習」は、健康維持・増進を目的として、実践と講義をとおして科学的知識、

技能、またスポーツにまつわる文化的背景を学ぶ科目群である。実技を中心とした「スポー

ツプログラム」、理論の講義をしっかりと取り入れた「スポーツスタディ」により、心身に

関してバランスのとれた知性と判断力を養う。 
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【専門科目－専門必修科目】 

環境学部での学修を通じ、一つの立場、一つの考え方にとらわれず、文理の壁を越えた

様々な分野にまたがる視野・視点・視座から物事をとらえ、「環境正義」の理念に立って、

環境に関する知識やスキルを現場の実状と関連づけて実践的に活用し、社会の変革に参画

する意志と力を育んでいくための素地を形成する科目群を、初年次生向け専門必修科目と

して設定する。科目構成は表のとおりである。 

形態 配当学期 科目名称 概要 

講義 １年次 

春 

リベラルアーツと

しての環境学原論

１ 

環境学の多様なアプローチとその関係性を

春学期・秋学期の１年を通して学びながら、

教員と学生のそれぞれが環境正義にもとづ

く環境問題の解決と持続可能な社会の実現

に向けてどのような役割を担うのかをとも

に考える。 

講義 １年次 

秋 

リベラルアーツと

しての環境学原論

２ 

講義 

＋実験 

１年次 

春 

環境科学入門１ 地球環境に関する基本的な知識と現代の環

境問題を理解するための自然科学的な基礎

を学ぶ。１では化学と生物学、２では気候学、

気象学、地学とデータサイエンスを扱い、各

分野の講義・実習をそれぞれの専門性を持つ

教員がオムニバス形式で担当する。 

講義 

＋実験 

１年次 

秋 

環境科学入門２ 

実習 １年次 

通年 

環境フィールドス

タディ１

実際の地域課題や現地の自然環境を題材と

して、様々な学問分野の知識や視点がどのよ

うに関連しているかを学ぶ。文理をまたぐ複

数の教員が同行し、それぞれの視座から、環

境正義にもとづく持続可能な地域づくりを

議論、指導しながら、現場の多様な人・組織

との対話・協働を体験的に学ぶ。 

【専門科目－基幹科目】 

環境学部における専門的な学修の基礎を構築する基幹科目を、初年次より選択し履修す

る。環境に関わる重要なトピックについて、文理を横断する多様な専門性を持つ教員陣が異

なる視点・視座にもとづく対話を通じ多角的に取り上げる科目群「Ａ：環境総合」、人文・

社会科学系の基礎を学ぶ科目群「Ｂ：人間と社会」、自然科学系の基礎を学ぶ科目群「Ｃ：

科学と技術」を設定する。Ａより４単位以上、ＢとＣよりそれぞれ６単位以上の履修を求め、

すべての学生が文理をまたぐ多角的な視座、異なる専門性をつなぐ意識を獲得する機会と

する。 
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区分 科目名称 

Ａ：環境総合 

文理を横断する多様な専門性を

持つ教員陣が異なる視点・視座

にもとづく対話を通じ多角的に

環境課題を論じる 

気候変動とカーボンニュートラル 

生物多様性とネイチャーポジティブ 

環境汚染・公害とわたしたちの社会 

資源循環とサーキュラーエコノミー 

環境アセスメントと持続可能な開発 

環境データサイエンス 

Ｂ：人間と社会 

人文・社会科学系の基礎を学ぶ 

自然環境と人間社会 

環境倫理 

環境教育・ＥＳＤとシティズンシップ 

環境法入門 

環境政策・経済学入門 

環境学のための社会調査法入門 

Environmental Issues in Japan and the World 

Ｃ：科学と技術 

自然科学系の基礎を学ぶ 

環境統計学基礎 

環境物理学基礎 

環境化学基礎 

環境生物学基礎 

環境地学基礎 

環境デザイン・マネジメント 

Natural Science of Triple Planetary Crisis 

【専門科目－発展科目】 

発展科目は、環境学を構成する自然科学領域、人文・社会科学領域、環境総合領域の多様

な分野から構成される科目群である。自然科学領域においては、化学、生物・生態学、気候・

気象学、環境史学を柱として、講義と実験・実習科目を設置する。人文・社会科学領域にお

いては、法学、政策学、経済学、社会学、教育学を柱として、文学やアート、環境課題解決

に不可欠な対話と協働を実現するための心理学、ファシリテーションやコーディネーショ

ンといった実践的な知識・技能も取り上げる。環境総合領域においては、文理の枠を越えて

環境課題をとらえるための科目を設置する。 

【専門科目－実践科目】 

実践科目は、持続可能な未来に向けた対話と協働を導く「環境リーダーシップＥＬ１～

４」、環境課題の現場で実践的な活動を行う「フィールドスタディ２」「短期フィールドワー

クＡ～Ｃ」「長期フィールドワークＡ～Ｅ」、社会変革へ向け行動する力と意志を育む「短期・
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長期ワークエクスペリエンスＡ・Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」、環境と人間をつなぐ「イ

ンタープリテーション実習」「Environmental Interpretation in English」「野外活動実習」

から構成される。 

【専門科目－卒業論文・プロジェクト関係科目】 

卒業論文・プロジェクト関係科目は、学問的な研究を行い論文を執筆する「卒業論文」、

または実際の課題解決を自ら計画・実行する「卒業プロジェクト」が用意され、これらのい

ずれかを選択して履修する。加えて「卒業論文・プロジェクト演習１・２」とそれに先立つ

「専門演習１・２」により、論文の執筆指導、プロジェクトの立案、実行に関する指導、そ

のための専門知識の獲得や議論を行う。学生同士、学生と教員が分野の垣根を越えて交流し

環境学の全体像を描くことを目的とする「環境コロキウム１・２」を開講する。 

【専門科目－専門導入科目】 

専門導入科目は、高校の理系科目の履修の差を埋める科目として展開し、数学、物理、化

学、生物の内容を取り上げ、大学での学修への円滑な移行を目的とする。 

【専門科目－専門関連科目】 

専門関連科目は、教育職員免許状取得のための要件となる教科及び教科の指導法に関す

る科目を展開している。 

３．設置の趣旨と授業科目の対応関係 

これまで記載した設置の趣旨及びそれに基づく学生に修得させる能力と授業科目の対応

関係は表のとおりである。 

学生に修得させる能力 対応する主な授業科目・科目群等 

１．一つの立場、一つの考え方にとらわれ

ず、様々な分野にまたがる視野・視点・視座

から物事をとらえることができる。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」「環境科学入門１・２」、基幹科目Ａ（環

境と総合）・Ｂ（人間と社会）・Ｃ（科学と技

術）の科目群、「環境コロキウム１・２」 

２．自分の強みを活かしながら、他者の強

みを引き出し、課題解決に向けて「対話」と

「協働」を導くリーダーシップを発揮でき

る。 

「環境リーダーシップＥＬ１～ＥＬ４」な

ど 

３．環境に関する知識やスキルを現場の実

状と関連づけて実践的に活用することがで

きる。 

「環境フィールドスタディ１・２」「短期フ

ィールドワークＡ～Ｃ」「長期フィールドワ

ークＡ～Ｅ」「短期ワークエクスペリエンス
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Ａ・Ｂ」「長期ワークエクスペリエンスＡ・

Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」「野外活動実

習」など 

４．環境課題に関する「不正義」に向き合

い、より公正な社会を目指す「環境正義」の

理念とその重要性を理解することができ

る。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」、「環境倫理」ほか基幹科目Ｂ（人間と社

会）科目群、その他該当発展科目、実践科目 

５．環境学において自ら見出した専門性を

もとに、環境問題の本質について考えるこ

とができる。 

発展科目群、卒業論文・プロジェクト関係

科目群 

６．地球市民の一人として、グローバル・ロ

ーカルな環境課題の解決と持続可能な未来

の実現に向けて、社会の変革に参画する意

志を持つことができる。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」、「気候変動とカーボンニュートラル」

ほか基幹科目Ａ（環境と総合）科目群、「社

会変革の環境教育学・ＥＳＤ論」ほか基幹

科目Ｂ（人間と社会）科目群、「Natural 

Science of Triple Planetary Crisis」ほ

か英語開講科目群、「短期ワークエクスペリ

エンスＡ・Ｂ」「長期ワークエクスペリエン

スＡ・Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」など

の実践科目群、その他該当発展科目など 

４．必修科目・選択科目・自由科目の構成 

１）必修科目及び選択必修科目

【全学共通科目】 

言語系科目（10 単位必修）は、異なる文化背景をもつ多様な人々とコミュニケーション

をとるための言語運用能力と、異文化理解力の習得を目指すものである。英語はレベル別に

編成されたクラスで、自分の実力に合わせて「聞く」「話す」「読む」「書く」の４つの技能

をバランスよく学修する（６単位必修）。また、英語以外に複数の言語から選択できる初習

言語の履修が必要である（４単位必修）。 

【専門科目】 

専門必修科目の名称と、必修とする理由は下表のとおりである。すべての学生が、①～⑤

の５科目を履修し、計 10単位を修得することとする。 

設置等の趣旨（本文）-26-



科目名称 
配当

年次 

単位

数 
必修科目とする理由 

① 
リベラルアーツとして

の環境学原論１ 
１ ２ 

環境学を構成する多様な分野とその視点・

視座と、それらからみた環境正義にもとづ

く持続可能な社会づくりのあり方に触れ、

環境学部における文理融合の学修の基盤を

得るため。 

② 
リベラルアーツとして

の環境学原論２ 
１ ２ 

③ 環境科学入門１ １ ２ 高校・入試での文理選択に関わらず、環境を

理解するうえで不可欠な自然科学の基礎的

知識・スキルや視点・視座を獲得するため。 
④ 環境科学入門２ １ ２ 

⑤ 
環境フィールドスタデ

ィ１ 
１ ２ 

環境課題を解決するために不可欠な現場の

理解と、多様な人・組織との対話・協働につ

いて、経験を通じて考えるため。 

２）選択科目

※本学で「自由科目」と呼称している科目は卒業要件に参入可能な科目である。

【全学共通科目】 

現代のグローバル社会では、英語をツールとして使いこなしながら、多様な人々と協働し、

さまざまなフィールドで課題を解決していくことができる力が求められる。 

そのため、単に「英語を話す」だけでなく、「英語でロジカルに考える力」や「専門領域

について英語で議論できる力」など、一歩進んだ英語運用能力が必要になることから、言語

系科目として、令和２（2020）年度から新たな英語カリキュラムを開始している。また、初

修言語については、より高いレベルの言語運用能力の修得を目指して、４年間をとおして継

続的に言語科目を履修できるよう、標準的なコミュニケーションから、海外で必要とされる

高度な語学力まで、目的に合わせた学習が可能な科目を用意している。 

総合系科目は、現実にかたちを変えながら日々生起する問題を発見し、解決策を見出すた

め、自らの専門分野を深く追究するだけではなく、それぞれの分野で得た知識を具体的なテ

ーマに則して自分の力で整理し、再構成してゆく、自ら主体的に考える力を育成するもので

ある。「学びの精神」、「多彩な学び」及び「スポーツ実習」の３区分のうち、「学びの精神」

の科目群から２科目（４単位）、残り２つの科目群から７科目（14単位）を選択し、計 18単

位を修得する必要がある。 

【専門科目】 

基幹科目として 20 科目、発展科目として 50科目、実践科目として 22科目、卒業論文・

プロジェクト関連科目として９科目、専門導入科目として５科目及び専門関連科目として

３科目を開講する。 

上記のとおり、基幹科目・発展科目として文・理・複合の３領域に即した授業科目と、そ
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れらを通じて得る知識やスキルを現場の課題や状況につなげる実践科目を配置し、基幹科

目から 14単位以上、発展科目から 12単位以上、実践科目から６単位以上、さらにこれら三

区分から合わせて 52単位以上を修得する必要がある。なお、実践科目の「環境リーダーシ

ップＥＬ１」「環境リーダーシップＥＬ２」については、上述の必修科目に準じた１年次全

員履修科目として、環境学部環境学科における学修の基礎を醸成する。 

また、卒業論文・プロジェクト関係科目から 18 単位を修得する必要がある。「専門演習

１・２」「卒業論文・プロジェクト演習１・２」（各２単位、計８単位）にくわえ、「卒業論

文」「卒業プロジェクト」のいずれか一方（８単位）、「環境コロキウム１」または「留学レ

ポートセミナー（４年次春学期に大学間連携または学部主催の留学プログラムに参加し「環

境コロキウム１」を履修できない学生対象）」、「環境コロキウム２」（各１単位、計２単位）

を選択し履修する。 

専門導入科目及び専門関連科目については「自由科目」に算入される。「自由科目」とし

て 16単位以上の科目を選択し、単位を修得する必要があるが、これには、卒業要件単位を

超えて修得した全学共通科目、専門科目等を含めることができることとする。 

３）自由科目

※本学では卒業要件に参入しない科目を「随意科目」と呼称している。

教職課程に係る「各教科の指導法」（理科教育法１、社会・公民科教育法１）等を随意科

目とし、卒業要件に参入しない。 

５．配当年次の考え方 

本学では、標準修業年限の４年間を「導入期」、「形成期」及び「完成期」の３つに分け、

それぞれの学修段階にあわせた科目を履修することとしている。特に、全学共通科目（総合

系）では「学びの精神」及び「スポーツ実習」は１年次春学期から履修が可能であるが、６

つのカテゴリからなる「多彩な学び」については、「学びの精神」の履修により、大学にお

ける基礎的な学修方法を修得したことを前提に履修させるため、１年次秋学期からの履修

（１年次春学期は履修不可）としている。 

専門科目の配当年次の考え方については以下のとおりである。 

【１年次】 

専門必修科目の５科目に加え、学部における学修の基盤となる「環境リーダーシップＥＬ

１・ＥＬ２」（実践科目）および基幹科目を履修する（専門必修科目・基幹科目については、

上記（「２．科目区分の設定及び各科目区分の科目構成（各科目区分の科目構成）」）表を参

照）。 

「環境リーダーシップＥＬ１・ＥＬ２」では、環境学部の専門科目への円滑な導入の基礎

として、少人数のグループワークを通じ、自分なりのリーダーシップの発揮と他者のリーダ
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ーシップの開発を体感し、環境学部で自律的に学修していくために必要となるリーダーシ

ップ、チーム・ビルディング、コミュニケーションといった、持続可能な社会づくりに向け

た対話と協働に関わる基礎的なスキルを学ぶ。 

基幹科目では、環境に関わる重要なトピックについて、文理を横断する多様な専門性を持

つ教員陣が異なる視点・視座にもとづく対話を通じ多角的に取り上げる科目群「Ａ：環境総

合」、人文・社会科学系の基礎を学ぶ科目群「Ｂ：人間と社会」、自然科学系の基礎を学ぶ科

目群「Ｃ：科学と技術」を設定し、学生が文理をまたぐ多角的な視座、異なる専門性をつな

ぐ意識を獲得し、専門的な学修の基礎を構築する機会とする。 

また高校時に理系教科（数学・物理学・化学・生物学）を未学習であった学生を対象とし

た大学レベルの理系科目学習に繋げる「導入科目」も履修可能とする。 

【２年次】 

1 年次から継続して基幹科目を選択し履修しつつ、発展科目や、「環境リーダーシップＥ

Ｌ１・２」に続く他の実践科目の履修を開始する。 

基幹科目によって、引き続き、文理をまたぐ多角的な視座と異なる専門性をつなぐ意識を

育みつつ、自身の関心に沿った発展科目を、自然科学領域、人文・社会科学領域、環境総合

領域から自由に選択して履修することによって、３年次以降の専門演習において学びを深

めたい専門分野やテーマを絞り込んでいく。 

実践科目では、現場での実践的活動を通じて、１年次から履修してきた科目で得た知識や

スキルが現実の環境課題とどのように結びつくのか、体験を通じて学んでいく。

【３年次】 

継続して発展科目や実践科目を履修しながら、卒業論文・プロジェクト関係科目として

「専門演習１・２」を履修し、１年次・２年次での学修を通じて明らかにしてきた自身の関

心に沿って、４年次で卒業論文または卒業プロジェクトに取り組むために必要となる専門

分野の知識や視点、思考法や研究方法を身に着ける。また、様々な分野の発展科目や実践科

目を通じて、ひとつの専門分野にもとづく視点・視座にとらわれない視野を広げ、複数の専

門分野における知識やスキルを深めていく。 

【４年次】 

４年間の学びの集大成として、卒業要件となっている卒業論文・プロジェクト関係科目を

主に履修する。自身の関心や卒業後のビジョンにあわせて、「卒業論文」または「卒業プロ

ジェクト」のいずれかを選択して、取り組む。 

「卒業論文」では、自身の興味関心に沿って研究課題を定め、指導教員のもと、学問的な

研究に取り組み、論文を執筆する。「卒業プロジェクト」では、自身の興味関心にもとづき、

指導教員のもと、実際の環境課題解決を指向したプロジェクトを計画、実行し、最終報告書
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にまとめる。いずれも、その過程において自身の研究・実践の進行状況を発表するとともに、

教員、あるいは他の学生からのフィードバックをもとに自身の研究・プロジェクトを批判的

思考に基づいて評価し、必要に応じて方向性の修正や、追加の研究・実践を計画、実施する。

あわせて、「環境コロキウム１・２」を全員が履修し、それぞれの研究や実践を他領域の学

生とも共有しながら、文理融合の環境学におけるそれぞれの関係性と自身の立ち位置を確

認し、環境学の全体像を描く。 

６．科目の設定単位数の考え方 

大学設置基準に基づき、各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 45時間の学修を必

要とする内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効

果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。

(1)講義及び演習については、15 時間から 30 時間の授業をもって１単位とする。(2)輪講、

実験、実習及び実技については、30時間から 45 時間の授業をもって１単位とする。これを

踏まえ、本学では１科目 100分授業を 14回行っているため、１科目あたり２単位としてい

る。なお、卒業論文・プロジェクト演習科目については、大学設置基準第 21 条第３項の規

定に基づき、授業科目の履修に加え、卒業論文または卒業プロジェクトに必要な学修等を考

慮して、単位数を設定する。 

７．教育課程の編成・実施方針と学位授与の方針との連関 

本学部の教育課程編成の方針は、「教育課程の編成と特色」、「カリキュラムの構造」、「教

育課程の構成」及び「「学部・学科の学修成果」と、科目群もしくは科目との関係」に区分

している。このうち「学部・学科の学修成果」と、科目群もしくは科目との関係」の「学部・

学科の学修成果」は、学位授与の方針における「学修成果」と同様の表現を使用しており、

下表（再掲）のとおり学位授与の方針で掲げる学修成果と授業科目の対応関係を示している。 

学生に修得させる能力 対応する主な授業科目・科目群等 

１．一つの立場、一つの考え方にとらわれ

ず、様々な分野にまたがる視野・視点・視座

から物事をとらえることができる。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」「環境科学入門１・２」、基幹科目Ａ（環

境と総合）・Ｂ（人間と社会）・Ｃ（科学と技

術）の科目群、「環境コロキウム１・２」 

２．自分の強みを活かしながら、他者の強

みを引き出し、課題解決に向けて「対話」と

「協働」を導くリーダーシップを発揮でき

る。 

「環境リーダーシップＥＬ１～ＥＬ４」な

ど 

３．環境に関する知識やスキルを現場の実

状と関連づけて実践的に活用することがで

「環境フィールドスタディ１・２」「短期フ

ィールドワークＡ～Ｃ」「長期フィールドワ
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きる。 ークＡ～Ｅ」「短期ワークエクスペリエンス

Ａ・Ｂ」「長期ワークエクスペリエンスＡ・

Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」「野外活動実

習」など 

４．環境課題に関する「不正義」に向き合

い、より公正な社会を目指す「環境正義」の

理念とその重要性を理解することができ

る。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」、「環境倫理」ほか基幹科目Ｂ（人間と社

会）科目群、その他該当発展科目、実践科目 

５．環境学において自ら見出した専門性を

もとに、環境問題の本質について考えるこ

とができる。 

発展科目群、卒業論文・プロジェクト関係

科目群 

６．地球市民の一人として、グローバル・ロ

ーカルな環境課題の解決と持続可能な未来

の実現に向けて、社会の変革に参画する意

志を持つことができる。 

「リベラルアーツとしての環境学原論１・

２」、「気候変動とカーボンニュートラル」

ほか基幹科目Ａ（環境と総合）科目群、「社

会変革の環境教育学・ＥＳＤ論」ほか基幹

科目Ｂ（人間と社会）科目群、「Natural 

Science of Triple Planetary Crisis」ほ

か英語開講科目群、「短期ワークエクスペリ

エンスＡ・Ｂ」「長期ワークエクスペリエン

スＡ・Ｂ」「プロジェクト実習Ａ・Ｂ」など

の実践科目群、その他該当発展科目など 

８．教養教育の実施方法 

これまで記載してきた全学共通科目がこれに該当する。詳細は「②学部・学科の特色」、

「④教育課程の編成の考え方及び特色」の「２．科目区分の設定及び各科目区分の科目構成」

及び「⑤教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件」の「３．卒業要件」に記載の

とおりである。また、全学共通科目は、各学部ではなく全学共通カリキュラム運営センター

が運営しており、各授業科目を担当する教員は、予め定められた基準に基づいて各学部から

選出される専任教員と兼任教員とで構成している。 

９．主要授業科目について 

本学における主要授業科目についての方針は以下の通りである。 

(1)「主要授業科目」は個々の科目単位ではなく、卒業要件単位表で示す「科目区分」ご

とに設定する。

(2)各学部の学位授与の方針、並びに学修成果との関連を踏まえ、主要授業科目への適否

を科目区分ごとに設定する。
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(3)「必修科目」に含まれる科目区分は、必ず主要授業科目とする。

(4)「選択科目」に含まれる学科・専修におけるカリキュラム構成や科目区分の編成の関

連を踏まえて主要授業科目とする

(5)「自由科目」※については、主要授業科目とはしない。

※本学では卒業要件に参入しない科目を「随意科目」と呼称している。

１）全学共通科目

 全学共通科目における「主要授業科目」は、全学で定めた方針に基づいて、以下の通りと

している。 

科目区分 主要授業科目 

必修科目 
言語Ａ 〇 

言語Ｂ 〇 

選択科目 

学びの精神 〇 

多彩な学び 〇 

スポーツ実習 〇 

自由科目 言語自由科目 ― 

２）専門科目

本学部における主要授業科目は、以下の考え方に基づいて設定している。 

(1)本学部は、リベラルアーツにもとづく文理融合を教育理念の軸におき、自然科学系、

人文社会科学系、総合系の科目群の中から、複数の学問分野を融合的に学修できるよう、

「専門必修科目」「基幹科目」「発展科目」を構成する。学生は、高校や入試での文理選

択に関わらず、文理をまたぐ多様な分野の視点・視座に触れながら自身の専門性を見出

し、深めていく。また総合系科目群における多様な専門性を持つ教員によるチームティ

ーチングを通じ、環境正義にもとづく対話と協働のあり方を学ぶ。

(2)初年次から最終年次まで、環境課題の現場と学修をつなぐ機会を得られるよう、多様

な「実践科目」を設定する。初年次必修科目の「環境フィールドスタディ１」、初年次

生全員の履修が推奨される「環境リーダーシップＥＬ１・２」での導入に続き、２年次

以降、国内外の環境課題の現場により深く関わる機会を、フィールドワーク、ワークエ

クスペリエンス、プロジェクト実習など様々なかたちで提供する。

(3)４年間の学修の集大成として、学問的な研究を行う卒業論文、または実際の課題解決

を自ら計画・実行する卒業プロジェクトのいずれかを選択して取り組むこととし、それ

に向けた準備も含め、３年次から「卒業論文・プロジェクト関連科目」を設定する。

以上の３つの考え方により、本学部の主要授業科目については「専門必修科目」、「基幹科

目」、「発展科目」、「実践科目」、「卒業論文・卒業プロジェクト関係科目」の５つの科目区分

としている。 
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10．授業期間について 

本学の授業は１年を２学期に分けて行ない、それぞれを春学期、秋学期と呼ぶ。さらに各

学期を前半と後半に分けた四半期（春学期１、春学期２、秋学期１、秋学期２）があり、授

業には以下の種類がある。 

・通年科目

通年開講科目 春学期・秋学期通して行われるもの 

通年他科目 学部・学科で期間を定めて行われるもの 

・春学期科目

春学期開講科目 春学期で完結するもの 

春学期１開講科目 春学期前半で完結するもの 

春学期２開講科目 春学期後半で完結するもの 

春学期他科目 春学期に学部・学科で期間を定めて行われるもの 

春学期期間外科目 
春学期期間外に学部・学科で期間を定めて行われるもの （履

修登録時期が通常より遅れる科目） 

・秋学期科目

秋学期開講科目 秋学期で完結するもの 

秋学期１開講科目 秋学期前半で完結するもの 

秋学期２開講科目 秋学期後半で完結するもの 

秋学期他科目 秋学期に学部・学科で期間を定めて行われるもの 

秋学期期間外科目 
秋学期期間外に学部・学科で期間を定めて行われるもの （履

修登録時期が通常より遅れる科目） 

上記の通り、多様な授業期間を設けており、海外に留学する在学生や海外からの交換留学

生など、イレギュラーな履修登録を行う学生も含めて十分に科目提供を行う体制となって

いる。 
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⑤教育方法、履修指導方法及び卒業要件

１．授業の方法、学生数 

１）全学共通科目

言語系科目は、「言語Ａ」については、入学試験時に提出される各種英語検定試験のスコ

ア等に基づき、各人の英語能力に応じて 10名程度のクラスに編成する。他の言語系科目は、

履修者数が一定の範囲に留まるものと想定されるため、クラスサイズの上限は設けない。 

総合系科目は、「学びの精神」、「多彩な学び」、「スポーツ実習」の３つの科目群で構成さ

れている。「学びの精神」は大学で学び始めるにあたり、大学で学ぶこと、また立教大学と

いう場で学ぶことの意味を理解する科目群であり、教員との対話、学生同士の協働作業を通

して講義の受け方を体得し、自ら調べて考えて発信する大学での主体的な学びの姿勢を身

につけるため、クラスサイズは 80名程度、上限を 200名とする。「多彩な学び」は、専門分

野の枠を超えた幅広い知識と教養、総合的な判断力を養うことを目的とした科目群であり、

リベラルアーツ教育の主軸となるさまざまな主題に基づく、かつ今日的なテーマを扱う６

つのカテゴリで構成されており、クラスサイズは 160名程度、上限を 300名とする。「スポ

ーツ実習」は健康維持・増進を目的として、実践と講義を通して科学的知識、技能、またス

ポーツに纏わる文化的背景を学ぶ科目群であり、実技を中心とした「スポーツプログラム」

と理論の講義をしっかりと取り入れた「スポーツスタディ」により構成されており、クラス

サイズは施設の広さと安全面を配慮し 20名～40名程度とする。

２）専門科目

教育課程編成の方針に基づき、授業形式については、講義科目、演習科目、実験・実習科

目を適切に組み合わせるとともに、授業形式や授業内容に応じたクラスサイズを設定しつ

つ、学年進行にともない、基礎から応用・発展へと体系的、段階的に学修できるよう配当年

次を設定する。 

講義科目においては、｢何を教えたか｣から「何を学び、身に付けることができたのか」へ

の転換を図るため、一方通行の講義形式にとどまらず、アクティブラーニング形式の授業ス

タイルを積極的に取り入れる。本学部の入学定員は 204人であることから、講義科目は、必

修科目の合同で行う授業を除き、クラスサイズの上限を 100人程度とする。大幅に上限を超

えるような場合は、クラス増で対応するほか、ＳＡ・ＴＡ（スチューデント・アシスタント、

ティーチング・アシスタント）制度を設け、担当教員の申請によりＳＡ・ＴＡを活用するこ

ととする。 

演習科目の授業の方法、及びクラスサイズは次に示すとおりである。１年次開講の実践科

目「環境フィールドスタディ１」は、１年次必修の科目であり、204人の学生を９つのグル

ープに分け、それぞれのグループが事前事後学習を伴い、各環境課題の現場へと教員引率の
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もと訪れる方法とする。同じく１年次開講の実践科目「環境リーダーシップＥＬ１・ＥＬ２」

は、少人数グループでのグループ活動を行う授業方法とする。１学年を９クラス編成として、

共通の課題を各クラスで取り扱い、そのクラスサイズを 20～25名程度とする。その他の演

習科目についても同様に、グループ活動や野外活動を行うため、クラスサイズを 20～25名

程度とする。３年次開講の卒業論文・卒業プロジェクト関係科目である「専門演習１・２」

についても、個別の指導を行う必要から、18クラス編成として、クラスサイズを 10名程度

とする。なお、「環境化学実習」、「環境生命実習」は、実験授業となるため、安全面と効果

面を考慮し、履修者が増えすぎないよう、クラスサイズを上限 30名程度とする。 

実習科目である「インタープリテーション実習」や「野外活動実習」は野外活動を行うた

め、クラスサイズを 20～25 名程度とする。国内外の実習地で、引率教員の指導のもと、具

体的な環境課題に対する実践に取り組む「短期フィールドワークＢ・Ｃ」「長期フィールド

ワークＢ～Ｅ」は、それぞれ 15名程度のクラスサイズとする。「短期フィールドワークＡ」

「長期フィールドワークＡ」は、学生が自ら手配する実習先で個別に実施するため、特に人

数制限は設けない。これら「フィールドワーク」や「ワークエクスペリエンス」などについ

ては、学内における事前・事後指導と実習先における実習を組み合わせることにより、学び

を深める。また、学内外で具体的な環境課題の解決へ向けた取り組みを経験する「プロジェ

クト実習Ａ・Ｂ」は、20～25 名程度のクラスサイズとする。その他各種の実習科目にはク

ラスサイズの上限は設けないが、担当教員が指導可能な範囲で実習を実施するものとする。 

２．配当年次の設定 

「④教育課程の編成の考え方及び特色」の「５．配当年次の考え方」に記載のとおりであ

る。 

３．卒業要件 

本学部の卒業要件（「教育課程等の概要」に記載）は以下のとおりである。 

環境学科は、全学共通科目 28単位、専門教育科目については必修科目を 10単位、選択科

目のうち基幹科目を 16単位以上、発展科目 12単位以上、実践科目６単位以上併せて 52単

位、卒業論文・プロジェクト関係科目を 18単位、自由科目を 16単位以上、合計 124単位以

上を修得しなければならない。自由科目には、指定単位数を超えて修得した選択科目の単位

を算入することができる。また、専門導入科目、専門関連科目、他学部科目、言語自由科目

（全学共通）、並びに５大学間単位互換制度による他大学の科目の単位を算入することがで

きる。 

上記を踏まえた科目区分ごとの考え方は以下のとおりである。 

１）全学共通科目（※28単位）

全ての学部で共通である。言語系科目は、言語Ａ（英語）６単位及び言語Ｂ（初修言語）
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４単位を卒業要件単位としている。２つの言語の履修を卒業要件としているのは、国際的な

コミュニケーションが日常的に行われるようになった現在の世界で必要不可欠な言語であ

る英語の力を磨くとともに、英語以外のもう１つの言語を学び、英語圏以外の国・地域の

人々が築き上げてきた社会や文化、ものの考え方などに言語を通して触れ、世界が多文化で

あることの理解を深めることで、多様な視点を獲得できると考えているからである。言語Ａ

は、「英語ディスカッション」（１単位）、「英語ディベート」（１単位）、「Reading & Writing」

（２単位）、「Presentation」（１単位）及び「e-Learning」（１単位）に区分する。また、言

語Ｂは、入学手続時に学生に希望を提出させることとしており、「～語１」、「～語Ａ」、「～

語２」及び「～語Ｂ」（各１単位）に区分する。 

総合系科目は、「学びの精神」（４単位）のほか、「多彩な学び」及び「スポーツ実習」（合

わせて 14単位）を卒業要件単位としている。「学びの精神」は、講義を受けた上で、学生が

その要点を理解して自らの考えを練り、リアクションペーパーや小レポートでそれを表現

するという、高校までの勉強とは異なる大学での講義科目受講の包括的スキルを、１年次春

学期のうちに体得することを目的としている。「多彩な学び」は、内容によってカテゴリに

分かれ、「人間の探究」、「社会への視点」、「芸術・文化への招待」、「心身への着目」、「自然

の理解」及び「知識の現場」の６つに区分する。「知識の現場」はボランティア活動や海外

でのさまざまな実践活動に学生時代に積極的に関わろうとする学生を大学の側から後押し

するために、学内の様々な部局が主体となって設けているカテゴリである。「スポーツ実習」

は、「スポーツプログラム」（１単位／実技中心）及び「スポーツスタディ」（２単位／講義・

レポートあり）の２つに区分し、健康を維持・増進させるための科学的知識の理解、体力の

向上等及びスポーツの文化的側面の理解、実践を通じたコミュニケーション能力、的確な判

断力等の養成を目的とする。 

２）専門必修科目（※10単位）

5科目全ての履修及び単位の修得を卒業要件とする。これらはいずれも、環境学分野の基

礎理論・技能に関する科目である。環境学部の専門教育への導入と初期展開をはかるため、

10 単位の修得が必要である。 

３）基幹科目（※16単位以上）

基幹科目「Ａ：環境総合」は、環境に関する重要なトピックを取り上げ、文理にまたがる

複数の学問分野の視点から読み解く科目であり、６科目のうちから２科目以上の履修及び

単位の修得（Ａ：４単位）を選択必修として卒業要件とする。また、人文社会科学系、自然

科学系の学問的基礎を身に付け、文理の枠を超えた視野・視点・視座を身につけることを目

的とし、人文社会科学系の基幹科目「Ｂ：人間と社会」、自然科学系の基幹科目「Ｃ：科学

と技術」を、それぞれ７科目の科目群から３科目以上の履修及び単位の修得（Ｂ：６単位、

Ｃ：６単位）を選択必修として卒業要件とする。 
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４）発展科目（※12単位以上）

発展科目は、すべてが選択科目である。環境学を構成する多様な分野の中から選択し履修

することによって、自らの専門性を見出し、深めていく。これらの学びを通して、環境正義

の理念を理解し、幅広い知識を現実の課題と結びつけながら活用できる力を身につけるこ

とを目的とした、学部での学修の核となる科目群であり、12 単位以上の修得が卒業要件と

なる。 

５）実践科目（※６単位以上）

リーダーシッププログラムである環境リーダーシップＥＬ１～４、環境フィールドスタ

ディ２、短期・長期フィールドワーク、短期／長期ワークエクスエクスペリエンス等からな

る科目群であり、リーダーシップスキルの獲得や、環境現場とつながる学びを重視する。知

識やスキルを現実の課題と結びつけながら活用できる力や、持続可能な未来に向けた対話

と協働を導くリーダーシップを育むことを目的としており、６単位以上の修得が卒業要件

となる。 

６）卒業論文・プロジェクト関係科目（※18 単位）

４年間の学修の集大成として、学問的な研究を行い、論文を執筆する「卒業論文」、また

は実際の課題解決を自ら計画・実行する「卒業プロジェクト」のいずれかを選択して取り組

む（８単位）。また、これらの指導を行う科目として、「卒業論文・プロジェクト演習１・２」

（各２単位）、卒業論文、卒業プロジェクト実施に先立ち、３年次に各教員から専門的な指

導を受ける「専門演習１・２」（各２単位）、他の学生や教員との交流を通して、自身の研究・

実践が、環境学や環境アクションにおいてどのような位置づけにあるか、どのような意義や

重要性を示し得るかを学ぶ科目として、「環境コロキウム１・２」（各１単位）の合計 18単

位の履修を卒業論文・プロジェクト関係科目として卒業要件とする。なお、４年次春学期に

大学・学部が主催する留学プログラムに参加し「環境コロキウム１」を履修できない学生は、

「留学レポートセミナー」（１単位）を履修する。 

７）自由科目（※16単位以上）

全ての科目が選択科目である。各科目区分で卒業要件単位数を超えて履修した授業科目

の単位数のほか、他学部他学科の授業科目等についても、自由科目として卒業要件に参入す

ることができる。 

４．履修モデル 

資料２のとおりである。 

本学部のカリキュラムは「教育課程の編成の考え方及び特色」、ならびに本項目で述べて
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いるとおり、文・理・複合の３領域にわたって、幅広い科目群を配置しており、学生は自身

の興味関心にしたがって履修を進めていくため、多様な履修モデルが構築可能である。資料

２ではその例として、文理融合・環境総合系、文理融合・人文社会科学重視系、文理融合・

自然科学重視系の３つの履修モデルを示している。 

５．卒業論文・卒業プロジェクトに係る単位認定 

本学部では、卒業要件として、３年次の「専門演習１」及び「専門演習２」の履修を経て、

自分の専門を定めて自分の問題意識を掘り下げたのち、さらに深く研究または実践を進め

るため、４年次に「卒業論文」又は「卒業プロジェクト」のいずれかを必ず履修する。両者

とも、演習科目としての単位数は他の講義科目と同様２単位であるが、卒業研究自体に必要

な学修等を考慮して、８単位としている。 

なお、卒業論文では、環境課題に関連した調査、研究を行う。その過程において自身の研

究の進行状況を発表するとともに、教員、あるいは他の学生からのフィードバックをもとに

自身の研究を批判的思考法に基づいて評価し、必要に応じて方向性の修正や、追加研究を計

画する。最終的には卒業論文としてまとめることを目的としている。 

卒業プロジェクトでは、環境課題解決を指向したプロジェクトの立案、計画、実践を行う。

その過程において自身の実践の進行状況を発表するとともに、教員、あるいは他の学生から

のフィードバックをもとに自身のプロジェクトを批判的思考法に基づいて評価し、必要に

応じて方向性の修正や、追加の実践を計画する。１年をかけてプロジェクトを手がけ、最終

報告書の提出を行う。 

６．ＣＡＰ制の設定 

各学期において履修する科目の単位数は、４月に履修計画を立てる際に、各学期の必修科

目の単位数や春学期・秋学期のバランスを考え、偏らないようにするため、30 単位を上限

とする。ただし、年間における履修登録上限単位数は１年次から４年次まで共通で 44単位

とする。なお、履修登録をした科目で単位を修得できなかった科目も、履修登録上限に含ま

れる。 

また、全学共通科目の総合系科目については、過度な登録を防ぐため、全学年において、

各学期の履修登録上限を６単位とする。 

７．他大学における授業科目の履修 

多数の大学が所在する東京に位置している利点を生かして、幅広い学修機会提供のため

に学部レベルでの他大学における授業科目の履修等も支援することを基本的な方針とし、

５大学間単位互換制度（f-Campus）を行っている。f-Campus とは学習院大学、学習院女子

大学、日本女子大学、早稲田大学、本学の５大学間における単位互換制度であり、本学を除

く他の４大学合計で年間 12単位までを認めている。これらの５大学はいずれも本部キャン
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パスが近接しており、学生が相互に通うことができる環境にあることを活かして、直接、他

大学の授業に参加することによる新たな学修意欲の昂進や、複数の大学からの参加による

授業の活性化等、様々な学修効果を目指している。 

８．多様なメディアを利用した授業 

本学では、対面にて授業を行う科目のほか、インターネット環境を利用してオンライン上

で授業を行う科目を開設している。オンライン授業の実施形態は３つに区分し、①ライブ参

加型：オンライン演習形式（双方向のリアルタイム・ミーティング）、②ライブ視聴型：オ

ンライン講義形式（一方向のライルタイム動画配信）、③オンデマンド型：オンライン録画

配信方式（一方向の動画配信）としている。オンライン授業の方式、および実際の実施方法、

手順などは教職員専用ポータルサイト内で資料を展開し、教員に周知している。また、授業

支援システムとして、Canvas LMSを全学的に運用し、テストの実施、レポートの提出、教

材や課題の掲載、担当教員と受講学生との連絡手段などに活用している。これにより授業運

営を効果的に支援し、様々な学修活動の充実を図っている。 

⑥実習の具体的計画

１．実習の目的 

 教育実習を通じて、本学部の教育目的における「文理の枠を超えて幅広く知識を身につけ、

現実の課題と結びつけながら活用できる能力と、環境正義の概念を理解し、自らの強みを活

かしながら、対話と協働の関係を構築できるリーダーシップを養う」という基本理念を学生

が自ら理解・説明できるようになるとともに、本学部の学位授与の方針に位置付けている

「１．一つの立場、一つの考え方にとらわれず、様々な分野にまたがる視野・視点・視座か

ら物事をとらえることができる」「２．自分の強みを活かしながら、他者の強みを引き出し、

課題解決に向けて「対話」と「協働」を導くリーダーシップを発揮できる」「３．環境に関

する知識やスキルを現場の実状と関連づけて実践的に活用することができる」「４．環境課

題に関する「不正義」に向き合い、より公正な社会を目指す「環境正義」の理念とその重要

性を理解することができる」「５．環境学において自ら見出した専門性をもとに、環境問題

の本質について考えることができる」「６．地球市民の一人として、グローバル・ローカル

な環境課題の解決と持続可能な未来の実現に向けて、社会の変革に参画する意志を持つこ

とができる」の６点について、学生が経験を通じた成長の機会を得て教育者（中学校理科ま

たは社会科、高等学校公民科または理科）としての専門性を獲得することを目的としている。 

２．実習先の確保 

【教育実習】 
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毎年度、東京都教育委員会等へ受け入れ申請を行い、受け入れ前年度の 12月頃に「教育

実習生受入決定通知書」を受領している。また、私立学校については、一貫校の立教池袋中

学校・高等学校及び立教新座中学校・高等学校、系属校の立教女学院中学校・高等学校及び

香蘭女学校中等科・高等科に加え、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県の学校に

よる受入れ実績がある。 

３．実習先との契約内容 

【教育実習】 

実習を行う学生ごとに、東京都教育委員会、一貫校、系属校等から、実習生所属（所属学

部等）、実習生氏名、実習教科、実習校、実習校所在地、実習期間等を記載した教育実習内

諾書を受領している。 

４．実習水準の確保の方策 

【教育実習】 

実習の水準を確保するため、受講資格として以下の要件を定める。そのほか、「教育実習

事前及び事後指導」の履修を通じ、実習生に対して適切な事前指導を行い、実習水準を確保

する。 

(1)教職に関する科目について、原則として、１～３年次開講の必修科目（８科目 16 単

位）全ての単位を修得していること。

(2)ガイダンスへの出席を含め実習までに必要な所定の手続きを、すべて完了しているこ

と。

(3)定期健康診断を受診し、健康に問題がないこと。

(4)麻疹のワクチン接種の証明もしくは、抗体が十分にあることが確認できること。

(5)実習先から受入れについて承諾を得ていること。

５．実習先との連携体制 

【教育実習】 

実習先との連携は、本学の「学校・社会教育講座」が実務を担う。同講座の教職員は、教

育実習が円滑に実施されるよう、実習前、実習中、実習後の各段階において、適宜、実習先

との間で実習日程、実習期間、実習内容など、必要な連絡、調整を行う。実習前は、各実習

校等に内諾・承諾を得るための事前訪問を行い、実習指導者等の意見や要望を聴取するほか、

事前準備や資格要件の確認等について必要な意見交換を行う。実習中及び実習後も、学校・

社会教育講座が実習先との間で必要な情報交換を行う。 

６．実習前の準備状況（感染予防対策・保険等の加入状況） 

全学生に対して入学時に麻疹・風疹・水痘・おたふくかぜワクチン・新型コロナウイルス
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感染症等の予防接種調査を実施し、予防接種歴・罹患歴がない学生については予防接種を受

けるよう指導する。また、感染予防対策につき、実習校から事前に指示があった場合は、こ

れに従うよう指導する。また、本学部においても、実習中の事故及び損害賠償に対応するも

のとして、公益財団法人日本国際教育支援協会が運営する「学生教育研究災害傷害保険」及

び「学研災付帯賠償責任保険」に全員が加入をする。 

７．事前・事後における指導計画 

【教育実習】 

３～４年次を通じて開講される「教育実習事前及び事後指導」の履修を義務付け、下記の

指導を行う。 

実習の前年度（３年次）は、実習目的・実習要件・実習方法等について担当教員が事前指

導を行う。具体的には、実習に対する心構え、実習日誌の書き方、生徒観察の方法、板書や

発問の方法、挨拶や服装などの諸点につき、詳細に指導する。特に、模擬授業においては、

学校長経験者等の外部ゲストを招いて説明会や質問会を設けるなど、教育現場の実情を踏

まえた多面的、かつ具体的な指導を行う。 

実習終了後（４年次）は、実習を振り返り、反省点や課題の検討を中心に事後指導を行う。

具体的には、研究授業の指導案に基づいた模擬授業を再現し、担当教員を含めた学生間のデ

ィスカッションを通じて各々の課題を明確にする。さらに、４年次の「教職実践演習」の履

修を通じて、教育実践に必要な教職教育の総括的な指導を行う。 

８．教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

【教育実習】 

本資格取得における実習に関して、教員及び助手の配置は求められておらず、実習先に本

学部の教員及び助手を配置する予定はないが、実習先への巡回指導については、全学教員養

成会議が決定する計画に基づき、学校・社会教育講座の教員又は本学部の教員が行い、特定

の教員に過度な負担がかかることはない。 

９．実習施設における指導者の配置計画 

【教育実習】 

実習先は、学校法人であり、指導教員は配置されている。実習先に本学部の教職員を配置

する予定はないが、学校・社会教育講座が実習先と緊密に連携して実習が円滑に実施される

よう努める。実習生に対しては、訪問指導担当教員を配置して、実習前の面談、実習中の実

習校訪問指導を行う。実習校訪問に当たっては実習生の研究授業等、担当授業を参観した上

で、実習生への指導を行うとともに、実習先担当者とも適宜意見を交換し、適切な実習の運

営に努め、実習訪問終了後には「教育実習の記録」、「教育実習事後レポート」、「研究授業で

使用した授業案」を提出する。また、実習中の欠席・事故等の対応については実習校、実習
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生、訪問担当教員からの連絡を受け、担当教員が中心となり全学教員養成会議において協議

しながら対応する。 

10．成績評価体制及び単位認定方法 

【教育実習】 

「中・高教育実習」、「高校教育実習」の単位は、以下の点を総合して担当教員が評価する。 

(1)「教育実習直前指導」への出席

(2)実習校からの評価

(3)「教育実習の記録」、「教育実習事後レポート」、「研究授業で使用した授業案」

なお、以下に該当した場合は、単位を認めない。 

(1)「教育実習直前指導」に無断欠席した場合

(2)「教育実習の記録」、「教育実習事後レポート」、「研究授業で使用した授業案」を期限

内に提出しなかった場合

⑦企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施す

る場合の具体的計画 

１．実習先の確保 

専門必修科目である「環境フィールドスタディ１」の履修を通じて、全学生に対して学外

実習を実施する。1年次生全員が９つのチームに分かれ、各チームが文理を越えた多様な専

門性を持つ複数の教員とともに国内の地域を訪れ、実際の地域課題や現地の自然環境をテ

ーマに、現場の取り組みと人々から学び、講義や演習で学ぶ知識やスキルと実社会とのつな

がりをとらえつつ、環境問題に対する多角的な視点・視座を育む。現時点で予定している実

習先は以下のとおりである。 

・北海道羅臼町／世界自然遺産・野生生物・水産業・知床学

・東京都豊島区／都市の環境政策・水道・廃棄物

・東京都多摩地区／里山まちづくり・狩猟・自伐林業・コミュニティビジネス

・長崎県対馬市／海洋プラスチック・藻場再生・地産地消・生態系・観光

また、２年次以降の学生を対象とした実践科目「環境フィールドスタディ２」「短期フィ

ールドワークＡ～Ｃ」「長期フィールドワークＡ～Ｅ」「インタープリテーション実習」「野

外活動実習」においても、選択履修した学生に対する学外実習を計画している。 

なお、本学部が計画する実習については、特定の施設や団体での受け入れを必要とするも

のではなく、上に挙げたような学外の諸地域を訪れ、当該地域で環境課題を学ぶものである。 

２．実習先との連携体制 
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１）現地実習への事前準備

実習に先立って、担当教員が、実習先の担当者※との間で、(1)連絡体制、(2)受入れ人数、

(3)実習前後の指導方法、(4)実習内容、(5)事故が起きた際の責任体制、(6)関係者の個人情

報保護等についての調整を行う。学生は、本学部内に設置される「フィールド学修支援室（仮

称、以下同じ）」において、必要な手続きを行う。「フィールド学修支援室」の担当職員は、

実習先の担当者との間で、必要な事前手続きを行う。 

※必修科目として実施する「環境フィールドスタディ１」については、実習中の訪問先や移

動手段等に関わる現地調整を担うコーディネーター業務を、現地関係者等に委託する。

２）指導体制

(1)「環境フィールドスタディ１（初年次必修）」「環境フィールドスタディ２（２年次以上

選択）」

＊事前学習（春学期）

全体ガイダンスの後、実習先ごとに９つのチームに分かれ、２回の事前学習（訪問地域

の概要・課題の背景、フィールドでの学びの視点）を実施する。文理をまたぐ複数の教員

がチームで担当し、訪問先の地域関係者をゲストスピーカーとして招く。学生はグループ

ディスカッションを通じて議論を積み重ねる。「環境フィールドスタディ２」を履修する

２年次以上の学生は、実習計画の策定・精査に取り組むとともに、初年次生の学びを促す

ファシリテーションの方法を学ぶ。

＊現地実習（夏季休暇中または通年） 

各チームが訪れる地域によって、遠方の場合は３日間程度、近隣地域の場合は週末など

を利用し複数回の現地実習をおこなう。それぞれの実習地で、上記の複数教員が、現場の

状況、問題、取組を多角的に解説、指導するとともに、現地の関係者と学生との交流をフ

ァシリテートする。「環境フィールドスタディ２」を履修する２年次以上の学生は、教員

の指導のもと、初年次生の学びを促す役割を担う。 

＊事後学習（現地実習完了後） 

学びのふりかえりと報告会へ向けた準備をおこない、最終的に全体報告会で「地域の現

状・課題・取組とわたしたちの学び」を、実習地ごとに発表する。 

(2)「短期フィールドワークＡ～Ｃ」「長期フィールドワークＡ～Ｅ」

＊事前学習（春・秋学期）

全体ガイダンスの後、２回の事前学習を実施し、訪問地域の概要・課題の背景を学ぶと

ともに、活動計画・目標を策定する。「短期・長期フィールドワークＡ」は、学生自身が

主体的に実習地を選定、手配する。「短期フィールドワークＢ・Ｃ」「長期フィールドワー

クＢ～Ｅ」は、教員が実習地を手配する。

＊現地実習（春・秋学期中または夏季・春季休暇中） 
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学生自身が地域課題の解決に参画、貢献することを目的として活動する。「短期・長期

フィールドワークＡ」は、教員は同行せず、オンラインでの面談や、学生が提出する日誌

へのフィードバックによる指導を実施し、必要に応じて巡回指導をおこなう。「短期フィ

ールドワークＢ・Ｃ」「長期フィールドワークＢ～Ｅ」は、文理領域をまたぐ複数の教員

が同行し、現場の状況、問題、取組を多角的に解説、指導するとともに、現地の関係者と

学生との交流や、学生による課題解決への参画をファシリテートする。 

＊事後学習（実習完了後） 

学びのふりかえりと報告会へ向けた準備をおこない、最終的に全体報告会で「地域の現

状・課題・取組とわたしたちの学び」を発表する。 

(3)「インタープリテーション実習」

＊事前学習（春学期前半）

ガイダンス、環境インタープリテーションについて基本的理解を得る講義と実習を実

施する。４週目には、日本インタープリテーション協会トレーナーを招き、プログラムの

相互評価について学ぶ。 

＊現地実習（春学期半ば） 

学外研修として、担当教員にくわえ、日本インタープリテーション協会トレーナーを招

き、自然環境の中で実際の環境インタープリテーションの体験や実践、資源調査の実習等

をおこなう。 

＊事後学習（春学期後半） 

学外研修をふりかえりつつ、日本インタープリテーション協会トレーナーを招いてプ

ログラムの相互評価を学んだ後、環境教育や持続可能な地域づくり・観光との関係につい

ての講義と授業全体のふりかえりをおこなう。 

(4)「野外活動実習」

＊事前学習（夏季休暇中）

授業のウォーミングアップ、概要説明を実施する。 

＊現地実習（夏季休暇中） 

自然環境の中に身を置き、自然体験活動の体験や関連施設見学をおこなう。担当教員の

ほか、自然体験活動指導者を招き、複数人体制で指導をおこなう。 

＊事後学習（夏季休暇中） 

学外研修をふりかえりつつ、授業全体をふりかえる。 

３．成績評価体制及び単位認定方法 

学外実習に関する成績評価は、それぞれの授業目標に沿ってシラバスに記載する成績評

価方法・基準に応じて、担当教員が総合的に判断して行い、単位を認定する。 
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各科目の成績評価方法・基準は以下の通りとする。 

(1)「環境フィールドスタディ１・２」「短期フィールドワークＡ～Ｃ」「長期フィールドワ

ークＡ～Ｅ」：事前・事後学習課題（20％）、現地訪問中の積極的な参加（30%）、報告会で

の発表（20%）、最終レポート（30%）を担当教員が総合的に判断して行い、単位を認定す

る。

(2)「インタープリテーション実習」：実技（20％）×2 回（40％）、プログラム計画シート

（レポート）（20％）、授業内レポート（20％）、出席および授業参加度（20％）

(3)「野外活動実習」：修了テスト（40％）、自然体験活動実習（実技）（20％）、授業内レポ

ート（20％）、出席および授業参加度（20％）

４．その他特記事項 

学内手続きと選考は以下のとおりである。 

＊「環境フィールドスタディ１」 

４月～ 初年次生ガイダンス・実習地希望調査、選考 

５月～ 事前学習・実習開始 

＊その他の科目 

前年度 10月～ 次年度履修に関する募集ガイダンス開始 

前年度 12月～ 選考 

前年度１月   履修者発表 

⑧取得可能な資格

本学部で取得できる資格は表のとおりである。

資格名 区分 資格取得又は受験資格 修了要件 本学部以外の追加科目 

教育職員免許状 国家 資格取得 含めない なし 

 なお、教育職員免許状は、中学校一種（社会）・高等学校一種（公民）および中学校一種

（理科）・高等学校一種（理科）の課程認定を申請する予定である。 
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⑨入学者選抜の概要

１．入学者受入れの方針 

本学部の入学者受入れの方針は、前述の「①設置の趣旨及び必要性」にて記載したとおり

である。 

２．入学者選抜 

【選抜方法、選考基準等】 

本学部の設置の趣旨及び入学者受入れの方針に基づき、学校法人としての公共性と私学

としての独自性を勘案しながら、入学者選抜を実施する（入学定員 204名）。 

本学では、一定の高い基礎学力を持ち、かつ、知的好奇心が旺盛で、本学の理念である自

由の学府の精神に富む、勉学意欲の高い学生を、日本国内、世界から多数迎え入れている。

環境学部では、「一般入試」をはじめとして「大学入学共通テスト利用入試」、「アスリート

選抜入試」、「自由選抜入試」、「外国人留学生入試」等の多様な入試を実施する予定である。

これらの多様な入試形態を通して、学生自身の興味関心に基づき、環境課題の解決に強い関

心を持ち、社会変革への貢献する意志を有する多様な個性をもった学生を受け入れ、大学が

より豊かで充実した学問の場となることを目指す。そして、環境学部では環境正義の理念の

もと、将来的に社会変革に大いに貢献できる可能性を持った人材を受け入れる。 

また、環境学には人文社会科学的な視座からのアプローチと自然科学的な視座からのア

プローチがあり、さらにそれぞれの学問分野の視座に立ちながら、自身と異なる専門性を有

する人々との対話を通じて協働の関係を結ぶことが求められる。こうした観点に立ち、各入

学者選抜の方法においては、高等学校での教科・科目の学習歴によらず幅広く受け入れるこ

とができるよう、例えば一般入試では「文系方式」「理系方式」の２通りを設けるなどの取

り組みを行う。 

【入試区分ごとの募集人員および目的】 

入試区分ごとの募集人員は表のとおりである。 

入試区分 募集人員 

一般入試 約 90人 

大学入学共通テスト利用入試（3科目型） 

約 25人 大学入学共通テスト利用入試（4科目型） 

大学入学共通テスト利用入試（6科目型） 

自由選抜入試 約 30人 

アスリート選抜入試 若干名 

外国人留学生入試 若干名 
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指定校推薦入学 約 40人 

関係校推薦入学 約 15人 

それぞれの入試区分の目的は以下の通りである（再掲）。 

＜一般入試＞ 

本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、環境学部での教育を志望する者に対して、

高等学校における教科・科目の学習の達成度を測り、選抜することを目的とする。 

＜大学入学共通テスト利用入試＞ 

本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、環境学部での教育を志望する者に対して、

高等学校における教科・科目の学習の達成度を、大学入学共通テストを利用して測定し、

選抜することを目的とする。 

＜自由選抜入試＞ 

環境学部に関連した高い能力をもつ者、あるいは学業以外の諸活動の分野に秀でた個

性をもつ者で、本学ならびに環境学部の教育目的を理解し、そこで学びたいという熱意を

提出書類及び面接等の内容により多面的・総合的に評価し、選抜することを目的とする。 

＜アスリート選抜入試＞ 

スポーツ競技の実績が優秀であるだけでなく、人格的にも優れ学業に対する高い意欲

をもつ者を、競技実績や提出書類、小論文、面接等の内容により多面的・総合的に評価し、

選抜することを目的とする。 

＜外国人留学生入試（書類選考による募集制度）＞ 

国際交流の一環として、交換留学制度とは別に、本学での教育を希望する外国人留学生

を、提出書類および日本留学試験の成績等の内容により、多面的・総合的に評価し、選抜

することを目的とする。 

＜指定校推薦入学＞ 

環境学部が自らの教育目的に基づいて、特色ある教育を行っている高等学校を指定し

たうえで、環境学部の教育目的を理解し、環境学部が定める一定の学力を有する者を高等

学校長が推薦し環境学部が受け入れることを目的とする。 

＜関係校推薦入学＞ 

日本聖公会に所属する高等学校を対象として、本学ならびに環境学部の教育目的を理

解し、キリスト教に基づく教育を継続して学びたいという意欲のある者を高等学校長が

推薦し本学が受け入れることを目的とする。 

３．外国人留学生の受入れ 

日本語資格要件は、「日本留学試験」を受験し、成績確認書、成績通知書、受験票のうち、

いずれかの写しを提出するものとする。成績については、本学から独立行政法人日本学生支

援機構に照会する。「日本語」は、日本の大学等での勉強に対応できる日本語力を測定する。
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得点範囲は、読解、聴解・聴読解が 0～400点、記述は、0～50点である。「理科」および「数

学」は、日本の大学等での勉学に必要な理系の基礎的な学力を測定するものとし、「理科」

は物理、化学、生物のうちから２科目を選択し、「数学」はコース２を選択する。「理科」お

よび「数学」とも、得点範囲は 0～200点である。資格要件としては、「日本語」、「理科」の

２科目、「数学」の合計点で概ね８割の得点率を基準とする。また、英語資格・検定試験の

スコアの提出を必須とする。

また、経費支弁能力を確認するため、本人が学費・生活費を支弁する場合は、(1)本人名

義の銀行等における預金残高証明書（目安残高 120 万円以上）及び(2)奨学金の受給証明書

（奨学金受給が決定している者）の提出を求め、本人以外の者が学費・生活費を支弁する場

合は、(3)経費支弁者の銀行等における預金残高証明書、(4)収入証明書(課税証明書、源泉

徴収票等)及び(5)奨学金の受給証明書（奨学金受給が決定している者）の提出を求めている。 

さらに、在籍を管理するため、入学時に在留管理システムへ在留カードをアップロードし

てもらうとともに、在留期間更新許可申請手続きの支援を行なっている。在留期限 2ヶ月前

に在留管理システムより、申請者情報の確認・修正依頼の通知を送付し、対象者は、個人情

報（生年月日、出生地、配偶者の有無、本国における居住地、本国の電話番号等）、パスポ

ート番号、学歴、犯罪歴、卒業後の予定、在日親族の有無等を入力の上、在留カードの表裏

の写真、パスポートの画像ファイル、成績証明書の画像ファイル等を在留管理システムにア

ップロードすることとなっている。 

⑩教員研究実施組織の編制の考え方及び特色

１．教員配置 

基幹教員数は 18人、うち半数の９名を教授、残る半数を准教授で構成する。 

本学部の理念を実現するために、文理の枠を越えた多様な専門分野に根ざしながら環境

課題に関わる研究と実践、教育の最先端で活躍し、環境正義にもとづく社会変革に向けた教

育と研究を担う意志を共有する教員により構成する。また、文理融合・リベラルアーツ教育、

現場と密接に連携する実践教育、対話と協働を実現するリーダーシップ教育を軸に、環境正

義の理念を共有する環境リーダーを育成する本学部の教育目標や教育課程等に共感し、分

野を越えたチームティーチングの充実と、そのためのＦＤ活動等に熱意を注ぐことができ、

これまでの経験に基づき貢献する力を持つ者で構成する。 

本学部が研究対象とする中心的な学問分野は「環境学」であるが、教育研究上の目的のな

かで「自然環境と人間の関係を複合的な視点でとらえること」「文理の枠を越え幅広く知識

を得ること」を強調しているとおり、自然科学、人文社会科学の多様な領域を幅広く扱いな

がら、環境課題の解決や持続可能な社会への変革につながる実践的な環境学研究・教育を展

開していくことを計画している。これを担うために、環境化学、生命科学、生物学、気候力
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学、環境史学、環境工学、環境デザイン学、環境地理学、環境政策学、環境経済学、環境法

学、環境社会学、環境教育学、経営学といった、環境学を支える多様な分野の専門家集団と

して教員組織を構成する（下表参照）。 

基幹教員全員が、大学等の機関や研究所での実務経験を持ち、１名を除き博士の学位を取

得、残る１名も環境分野において官民セクター双方をまたぐ豊富な実務経験と大学院指導

経験を持つ。すべての教員が、環境学および各専門分野において高度の教育研究上の指導能

力、業績等を有する。 

No 職位 専門分野 No 職位 専門分野 

① 教授 環境化学 ⑩ 准教授 地理学 

② 教授 環境化学 ⑪ 教授 環境政策学 

③ 教授 環境化学工学 ⑫ 准教授 環境政策学 

④ 教授 海洋生物学、環境保全学 ⑬ 教授 環境政策学 

⑤ 准教授 生命科学 ⑭ 准教授 国際法学、環境法学 

⑥ 准教授 気候力学 ⑮ 教授 環境教育学 

⑦ 准教授 環境史学、古気候学 ⑯ 教授 環境社会学 

⑧ 准教授 環境デザイン学 ⑰ 准教授 環境経済学 

⑨ 准教授 環境工学 ⑱ 教授 経営学、組織行動論 

２．教育上主要と認める授業科目への基幹教員の配置 

本学部における教育上主要な科目は、全学共通科目における必修科目「言語Ａ」「言語Ｂ」、

選択科目「学びの精神」「多彩な学び」「スポーツ実習」の科目区分と、専門科目における「専

門必修科目」、「基幹科目」、「発展科目」、「実践科目」、「卒業論文・卒業プロジェクト関係科

目」の科目区分である。 

専門科目における主要科目区分ごとの基幹教員の配置状況は以下の通りであり、適切に

基幹教員を配置している。 

区分 割合 

専門必修科目 97.3％ 

基幹科目 77.2％ 

発展科目 57.1％ 

実践科目 91.5％ 

卒業論文・卒業プロジェクト関係科目 100.0％ 

３．中心となる研究分野とその研究体制 

先述のとおり、本学部が研究対象とする中心的な学問分野は「環境学」とし、教育研究上
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の目的のなかで「自然環境と人間の関係を複合的な視点でとらえること」「文理の枠を越え

幅広く知識を得ること」と記しているとおり、自然科学、人文社会科学の多様な領域を幅広

く扱いながら、環境課題の解決や持続可能な社会への変革につながる実践的な環境学研究

を展開していく。具体的には、気候変動とカーボンニュートラル、生物多様性とネイチャー

ポジティブ、資源循環とサーキュラーエコノミー、環境汚染・公害、環境アセスメントと持

続可能な開発といった現実の環境課題に対し、環境化学、生命科学、生物学、気候力学、環

境史学、環境工学、環境デザイン学、環境地理学、環境政策学、環境経済学、環境法学、環

境社会学、環境教育学、経営学の各領域から学外の研究者とも接続しながらそれぞれの研究

を進めると同時に、学部内でも学際的研究チームを組織し、積極的に共同研究を推進する。 

４．教員組織の年齢構成 

本学部の開設時及び完成年度の基幹教員組織の年齢構成は下表のとおりである。40 歳代

までの教員が半数を占めているため、教育研究水準の維持向上・教育研究の活性化に配慮し

た年齢構成であるといえる。 

40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～70歳 

開設時 10名 5名 2名 1名 

完成年度 6名 8名 1名 3名 

また、本学の定年に関する規程である学校法人立教学院就業規則（資料３）では、第 20 

条において、満 65歳に達した場合にその年度末をもって定年退職としているものの、立教

大学特別専任教授任用規程（資料４）を定め、同条で定める定年退職をした専任教員のうち

教授の職位にあった者で、契約の年度末において 70歳を超えない者を教授として任用でき

ることとしている。開設時には 65 歳以上になる者が１名、完成年度には３名いるため、当

該教員の研究分野を加味し、特別専任教授への任用または適切に後任補充を行う予定であ

る。 

⑪施設、設備等の整備計画

１．校地、運動場の整備計画 

１）学部の教育研究を踏まえた適切な環境整備

本学部を設置する池袋キャンパスは文学部・異文化コミュニケーション学部・経済学部・

経営学部・社会学部・法学部といった人文社会科学系の学部と理学部という自然科学系の学

部を設置している。本学部は文理融合の教育理念を掲げた学部であり、様々な学問分野の視

座・視点・視野の獲得を目指すことから、多彩な分野の研究者、学生と日常的に交流が求め
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られるが、まさにそのような環境を提供できるキャンパスとなっている。 

教員の研究室が配置される新研究棟は間伐材を利用した木造造りとなっており、また屋

上には太陽光パネルを設置し、節電、創エネルギーの機能を持たせている。Nearly ZEB（Zero 

Energy Building）の認証取得を目指しており、新研究棟を環境教育の題材としても活用す

ることが想定されている。 

２）学生の休息その他の利用のための適当な空地の整備状況

池袋キャンパス内には第一食堂とレストランアイビー、TULLY'S COFFEE、東京ハラルデリ

＆カフェ、９号館軽食堂、日比谷松本楼セントポールズ会館店と全部で６つの学生食堂を展

開しており、経済援助の面からはできるだけ安価に、また、食生活の面からはバランスのと

れた食事ができるように配慮しつつ、学生が快適に食事を楽しむことができる環境を整え

ている。また、昼休みの際は学内の多くの教室を開放し、多くの学生が昼食などを取れるス

ペースとして利用している。他にもキャンパス棟内にもベンチやイスを設け、大学敷地内に

もレストスペースを広く設置するなど学生の休息場所の確保に努めている。また、学内の教

室施設についてはサークル活動、課外活動のミーティングや練習の場所とし学生に貸し出

しも行っており、学生の憩いの場と一助を担っている。そのほか、コーヒーショップ、文房

具店、書店、コンビニエンス・ストア等を設けている。 

３）運動場の利用計画

地下２階地上５階建ての総合体育館（ポール･ラッシュ･アスレチックセンター）があり、

アリーナ、トレーニングルーム、ランニングコース、50 メートル温水プール、屋上にはテ

ニスコート兼フットサルコートなどが整備されている。授業に利用されるほか、運動部の練

習場などとしても利用している。 

２．校舎等施設の整備計画 

１）教員の研究室、必要な教室の整備計画

教員の研究室は本学での基準に則り、令和７（2025）年度中に完成予定の新教育研究棟に

て各専任教員に 20㎡の研究室が割り当てられる。教員間の日常的な議論やコミュニケーシ

ョンが可能となるような工夫をしながら配置する予定である。 

教室は池袋キャンパスに設置されている教室を他学部・他研究科と共有して使用する。ま

た、本学部の設置により、池袋キャンパスの在籍学生数が増加するが、令和６（2024）年度

および令和９（2027）年度にキャンパス既存施設の改修により教室を増加する。本学部の設

置により在籍学生数が増加したとしても、完成年度となる 2029年までには教室増加の対応

がなされ、池袋キャンパスにおける教育研究に支障はない。 

２）教育課程等を実施するために必要な施設・設備
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本学部が実験及び実習で使用する施設・設備は以下のとおりである。 

施設名 利用内容 

学生実験室（100㎡×1＝100㎡） 環境科学入門１、環境化学実習、環境生命実習

の実習で使用する。赤外分光装置や紫外可視吸

光分光装置などの化が分析装置や、顕微鏡、イ

ンキュベーターなどを設置する。各種サンプル

の化学分析や、生物の顕微鏡観察、インキュベ

ーターによる培養などを行う。 

サーバー室（20㎡×1＝20㎡） 気象データの取得、解析を行うためのサーバー

を設置する。 

３．図書等の資料及び図書館の整備計画 

１）学部の種類・規模等を踏まえた図書等の整備

本学の池袋キャンパスに設置している池袋図書館は、開設以来、各学部の専門領域および

周辺領域に関する図書、学術資料の収集を継続的に行っている。また、各学部で開講する全

ての科目で使用する教科書を図書館において整備している。蔵書数は令和５（2023）年度末

時点で 190万冊を超え、国内有数の蔵書数を誇る。 

「環境学」は各学問領域を基盤とする学際性を有するものであるが、池袋図書館では、既

設学部の専門領域に応じて、自然科学・人文科学・社会科学の図書を所蔵しており、各領域

の環境関連図書も整備が進んでいる。これらの既存図書等を活用するとともに、必要に応じ

て継続的な整備を行う予定である。 

２）デジタルデータベース、電子ジャーナル等の整備計画

 本学図書館は、池袋・新座図書館併せて既に豊富なオンライン資料（約 96,000件の電子

ジャーナル、約 52,000件の電子書籍及び 243件のデータベース）（令和６（2024）年度）を

有している。これらの既存の資料を活用するとともに、必要に応じてさらなる充実を図る予

定である。 

３）図書館の閲覧室、閲覧席数、レファレンス・ルーム、検索手法等など、教育研究を促進

できる機能等 

池袋図書館は、ロイドホール（18号館）の地下２階から３階までの５フロアと 12号館の

地下２階から地上１階までの３フロアが一体化した、最大収蔵冊数 200万冊、閲覧席数 1,630

席以上を誇る、国内の大学でも屈指の大規模図書館である。現在 128万冊の蔵書があり、自

由に閲覧することができる。また、ディスカッションやグループワークなどの学習形態に対

応するため、ラーニング・スクウェアやグループ学習室を設けていることや、多彩な閲覧席、

飲食可能なテラスやリフレッシュルームなども配し、利用者の長時間利用に配慮した工夫
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をしており、総合学習図書館及び研究図書館としての機能を維持するとともに、多様なニー

ズに対応し利便性を向上させることによって、学習・教育・研究を支援している。 

また、教育研究情報環境のネットワーク利用基盤である学術情報システム（Rikkyo 

Information System）によって、利用者は文献の収集から整理、資料の提供に至るまでの総

合的なサービスを受けることができる。図書資料等の目録データはＯＰＡＣによるオンラ

イン検索とともに、学内ＬＡＮを経由して、各研究室や学内の各施設、さらには学外や自宅

からもアクセスが可能である。 

以上については、学部の種類を問わず汎用的な要素を含んでいるため、本学部の目的等に

照らしても十分に適切である。 

４）他の大学の図書館等との協力

他の教育研究機関との連携については、本学、青山学院大学、学習院大学、國學院大學、

東洋大学、法政大学、明治大学及び明治学院大学の８大学で「山の手線コンソーシアム」を

形成し、学生及び教職員が各大学の図書館を利用できる体制を構築している。 

⑫管理運営

１．教学面における管理運営の体制（教授会の役割、構成員、開催頻度の予定、審議事項等） 

本学は、学則第 77条第１項の規定に基づき、教授会を置くことしている。本学部におい

ても、上記規程に基づき、教授会を設置する。構成員等は下表のとおりである。なお、隔週

で開催している。 

根拠規程 内容 

構成員 学則第 77条第２項 教授及び准教授 

審議事項 学則第 77条第３項 ・学部内の人事

・学部長の選挙

・教育課程

・試験

・学生の入学

・編入学

・卒業

・休学

・復学

・退学

・再入学

・除籍
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・転部・転科

・賞罰

・その他学部に関する事項

・総長の諮問事項

本学の、教学面における管理運営体制を構成する主な会議体は以下の通りである。 

＊部長会 

「立教大学部長会規程」（資料５）第７条の規定に基づき、教育研究上の基本的な計画

に関する事項など、大学及び大学院の教育研究の重要事項に関する事項を審議する。「部

長会」は、同規程第２条の規定に基づき、全ての学部長（基礎となる学部をもつ研究科は、

学部長と研究科委員長が同じ者である）が出席する。 

＊教育改革推進会議 

「立教大学教育改革推進会議規程」（資料６）第１条及び第７条の規定に基づき、学士

課程教育及び大学院教育の改善を図り、その充実と高度化を推進するため、教育内容及び

教育方法の改善に関する事項等を審議する。同規程第２条第３号の規定に基づき、総長が

推進責任者（令和６（2024）年度は教学担当副総長）を指名するとともに、各学部長、各

研究科委員長及び「大学教育開発・支援センター長」を構成員としている。 

＊国際化推進会議 

「立教大学国際化推進会議規程」（資料７）第１条及び第７条の規定に基づき、国際化

の推進を図り、その充実と高度化を推進するため、大学並びに学部及び研究科の国際化推

進等を審議する。同規程第２条第３号の規定に基づき、総長が推進責任者（令和６（2024）

年度は国際化推進担当副総長）を指名するとともに、各学部長、各研究科委員長等を構成

員としている。 

＊自己点検・評価運営委員会 

「立教大学自己点検・評価規程」（資料８）第３条第１項の規定に基づき、自己点検・

評価を行う際の基本的枠組みを決定し、自己点検・評価活動の全体を運営・調整する。同

規程第６条第１項の規定に基づき、総長が委員長（令和６（2024） 年度は教学担当副総

長）を任命するとともに、同規程第４条の規定に基づき、各学部長、各研究科委員長など、

同規程第２条に規定される組織の長を構成員としている。 

２．教授会以外の会議体の役割 

本学部における教授会以外の会議体は以下のとおりである。 

＊教務委員会 

本委員会は数名の委員によって構成され、下記の学部の教務に関する事項を検討・協議

する。 

(1)学年暦や授業時間割等の編成に関する事項
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(2)非常勤講師及びゲストスピーカーに関する事項

(3)履修の手引、授業計画書(シラバス)等の作成に関する事項

(4)授業評価の実施に関する事項

(5)学業成績に関する事項

(6)単位互換及び遠隔講義に関する事項

(7)既修得単位に関する事項

(8)その他教務に関する事項

＊ＦＤ委員会 

「立教大学ファカルティ・ディベロップメントに関する規程」に基づき、本学部の研究・

教育・社会連携などに関する機能の開発、また、個々の教員及び教員組織としてそれらと

関連する活動全般を行う上で必要な能力の開発を行う。また、教育力の向上や授業方法の

改善につながる様々な企画や取り組みなどを学部の全構成員で検討・調整する。 

＊自己点検・評価委員会 

本委員会は学部の全構成員によって構成される委員会であり、自らの教育研究活動な

どの状況について自己点検をし、優れている点や改善点など自己評価を行う。その結果を

踏まえ、教育研究水準の向上や活性化に向けて、研修会やワークショップなどを企画・開

催し、継続的な活動を実施する。 

＊倫理委員会 

「立教大学ライフサイエンスに係わる研究・実験の倫理及び安全委員会規程」に基づき、

本学部では、倫理や法律上の問題が発生することが予想される環境学に関する教育研究

が実施されるため、主に研究・実験に関する倫理及び安全の管理を行う倫理委員会を設置

する。本委員会は、数名の委員によって構成され、研究内容の点検を行うとともに、倫理

委員会で扱う審査の内容や基準などについて、規程の整備などを行う。 

＊入試委員会 

入学試験に関する出題採点方法、実施方法などについて協議するなどの役割を担い、入

学試験問題の作問・点検・採点を担当する数名の委員によって構成される。 

＊キャリア支援・国際交流委員会 

本委員会は、数名の委員によって構成され、キャリア教育について検討・協議し、多様

なキャリアパスをサポートできるようなキャリア支援の構築に取り組む。 

＊図書選定委員会 

本委員会は数名の委員によって構成され、環境学に関する図書や研究雑誌をはじめ、オ

ンラインジャーナルやデータベース、視聴覚資料など、日本語や日本語以外で書かれた多

様な研究資料やデータの蓄積を図り、新たな知見を創出するための研究環境の整備及び

充実について検討・決定する。 
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⑬自己点検・評価

以下の全学の仕組みに基づいて、本学部においても自己点検・評価を行うこととする。 

１）自己点検・評価運営委員会

本学では、1993年に「立教大学自己点検・評価規程」を制定及び施行し、自己点検・評価

活動を行っている。本学の自己点検・評価の目的は、「本学における教育研究水準の向上を

図り、本学の目的及び社会的使命を達成する」（同規程第１条）ことにある。 

自己点検・評価の組織、手続き、権限等は同規程に定めている。自己点検・評価を実施す

る組織は、同規程第２条に基づき、「自己点検・評価を行う際の基本的枠組みを決定し、全

体を運営・調整する」ことを任務とする「自己点検・評価運営委員会」（以下「運営委員会」

という。）及び学部、研究科等に置かれ各組織の活動の自己点検・評価を行う「自己点検・

評価委員会」（以下「点検・評価委員会」という。）である。 

運営委員会の構成は、同規程第４条の規定に基づき、委員長（総長指名により、令和６

（2024）年度は教学担当副総長が委員長を兼ねている。）、副委員長（令和６（2024）年度は

研究推進担当副総長）及び点検・評価委員会の長としている。したがって、全ての学部及び

研究科の長が各自己点検・評価委員会委員長として、運営委員会に出席していることになる。 

全学的な自己点検・評価活動として、運営委員会を同規程第５条第１項の規定に基づき、

年に２回以上開催している。原則として、前期（春学期）には当該年度の活動方針の確認、

前年度の学部等の自己点検・評価結果のまとめ、自己点検・評価活動方法の確認及び毎年度

数値を蓄積している大学基礎データと認証評価機関（公益財団法人大学基準協会）から示さ

れている定量的な基盤評価の水準（入学定員に対する入学者比率、大学設置基準等による必

要専任教員数等）の比較等を行い、後期（秋学期）には大学機関別認証評価で指摘を受けた

事項に係る進捗状況の確認、諮問委員会（外部評価委員会）から指摘を受けた事項に係る進

捗状況の報告、当該年度の自己点検・評価報告書の作成依頼を行っている。 

学部、研究科等に置かれる点検・評価委員会の自己点検・評価活動のうち、学部及び研究

科においては、同規程第９条の規定等に基づき、点検・評価活動を行い、毎年度「自己点検・

評価報告書」を作成するとともに、運営委員会において全学で共有している。 

２）諮問委員会（外部評価委員会）

本学における教育・研究活動を改善するため諮問委員会（外部評価委員会）を毎年度開催

している。委員には他大学教員、海外日系企業の支援経験を有する識者等を選任して、国際

的な見地からの意見を求めている。また、諮問委員会の評価結果に対しては、次回開催時に

対応状況を報告するなど、PDCA サイクルを適切に回しながら、評価を踏まえた変革を続け

ている。なお、Webサイトには毎年議事要録（日英併記）を公開している。 
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⑭情報の公表

１．教育研究活動情報 

【大学全体】 

本学は、学校教育法施行規則第 172条の２の規定に基づき、多様なステークホルダーに対

し、以下のとおり、大学の基本的情報を「教育情報」及び「経営・財務情報」に分け、透明

度の高い情報公開に努めている。 

２．教育情報 

【大学の教育研究上の目的等に関する情報】 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/ 

教育研究上の目的を、「立教大学学則」及び「立教大学大学院学則」（以下「学則等」とい

う。）に明示しているとともに、ウェブサイトで公開している。 

【教育研究上の基本組織に関する情報】 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/introduction/organization/ 

学部、学科、専修、課程、研究科及び専攻等の名称等をウェブサイトで公開している。 

【教育研究実施組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関する情報】 

https://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/qo9edr00000081kh-att/kyouin.pdf 

https://univdb.rikkyo.ac.jp/search?m=home&l=ja 

学部学科（専修）ごと、研究科（専攻）ごとの教員組織と教員数をウェブサイトで公開し

ている。また、教員が有する学位と業績については、「立教大学研究者情報」としてウェブ

サイトで公開している。

【入学者数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び

就職者数その他進学及び就職等の状況に関する情報】 

https://www.rikkyo.ac.jp/about/activities/evaluation/data/mknpps000001sg9e-

att/02_students.pdf 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/career/ 

入学者数、収容定員、在学者数、卒業者数及び修了者数をウェブサイトで公開している。

また、進学者数、（企業別）就職者数、その他進学及び就職等の状況については、「就職・進

学状況」としてウェブサイトで公開しているとともに、学部ごとに、決定者の多い上位 30 

企業を併せて公開している。 

【授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関する情報】 

https://rguide.rikkyo.ac.jp/ 
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https://sy.rikkyo.ac.jp/web/ 

カリキュラムのしくみ、履修規定、履修登録等について記載された履修要項や教務関連案

内については、R Guide（ウェブサイト）で公開している。また、授業の目標、授業内容、

授業計画等については、「シラバス」としてウェブサイトで公開している。 

【学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関する情報】 

https://rguide.rikkyo.ac.jp/ 

成績評価についての統一的基準及び卒業又は修了認定基準について、上記 R Guide（ウェ

ブサイト）にリンクしている各学部・研究科等の履修要項に明示している。 

【校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関する情報】 

http://www.rikkyo.ac.jp/campuslife/ 

池袋及び新座の両キャンパスの紹介、図書館、学生食堂、診療所・保健室等の施設等につ

いては、「キャンパス案内」としてウェブサイトで公開している。 

【授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関する情報】 

http://www.rikkyo.ac.jp/admissions/fees/ 

http://www.rikkyo.ac.jp/admissions/brochure/ 

費用に関する情報については、学則等に規定するとともに、大学案内、大学院案内及びウ

ェブサイトで公開しているほか、在学生の保証人へは別途郵送している。 

【大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関する情報】 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/career/ 

http://www.rikkyo.ac.jp/campuslife/ 

就職及び進路支援については「キャリアセンター」、奨学金支援については学生部、留学

生支援については「国際センター」、学習支援については図書館、修学上及び人間関係等の

相談については「学生相談所」並びにしょうがい者支援（発達障害を含む。）については「し

ょうがい学生支援室」が実施しており、ウェブサイトで支援情報を公開している。また、学

生及び教職員向けに、学生支援関係の情報を網羅した冊子を毎年度配布するとともに、これ

についてもウェブサイトで閲覧可能にしている。 

【 「卒業又は修了の認定に関する方針」、「教育課程の編成及び実施に関する方針」及び「入

学者の受入れに関する方針」（３方針）】 

https://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/educational_policy/ 

「立教大学の教育目的と各種方針」として、大学全体及び各学部及び研究科の 3方針を、

大学ウェブサイトで公開している。 
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【その他（認証評価及び外部評価の結果、認可申請書等）】 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/activities/evaluation/ 

https://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/reports.html 

認証評価結果及び外部評価結果（日英）、認可申請書等について、ウェブサイトで公開し

ている。 

３．経営・財務情報 

https://rec.rikkyo.ac.jp/disclosure/reports/ 

【事業計画書・報告書】 

事業計画書及び事業報告書については、法人本部、大学、高等学校、中学校及び小学校を

包含して法人ウェブサイトで公開している。 

【財務情報】 

事業活動収支計算書、資金収支計算書、活動区分資金収支計算書及び貸借対照表について

は、ウェブサイトで公開しているほか、年４回刊行している雑誌の季刊「立教」にも各年度

の予算及び決算を掲載している。 

⑮教育内容等の改善のための組織的な研修等

１．授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究の実施に関する計画 

【大学全体】 

本学では、「立教大学ファカルティ・ディベロップメントに関する規程」（以下「ＦＤ規程」

という。）（資料９）を策定し、これに基づきＦＤ活動を行っている。また、毎年度、各学部

及び研究科等は、教育改革推進会議推進責任者（令和６（2024）年度は教学担当副総長）か

らの依頼に基づいて「ＦＤ展開状況報告書」を作成するとともに、ＦＤ規程第６条の規定に

基づき、毎年度同会議に報告している。 

なお、上記自己点検・評価では、本学が選択する認証評価機関である公益財団法人大学基

準協会が示す大学基準に沿って点検・評価するとともに、他大学の認証評価結果を調査し、

全学的な視点から教育内容等の改善に資する取組みを行っているが、ＦＤ活動については、

各学部研究科が独自に課題を設定し、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研

修及び研究を実施することとしている。 

【本学部独自の取組み】 

１）学部における教授法や教育技法の改善について考える研修会
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教員を対象として、学部の教育理念に関わる基本理念の共有、多様な視座と多角的な視点

を身に付けるためのリベラルアーツ教育にもとづく学習理論や授業法、フィールド教育・リ

ーダーシップ教育等に関する教授法や教育技法の事例報告、学生指導・学生支援に関する理

論や方法の共有、情報リテラシーやアカデミックリテラシーの習熟、教育機器利用法（オン

ラインツールの活用等）、視聴覚教材の可能性と有効な活用など、毎回テーマを設定し、学

部における教授法や教育技法の改善について考える研修会をＦＤ委員会の主催で２ヶ月に

１回程度開催する。 

２）学部授業における効果的なＩＣＴ活用に関する勉強会

教員を対象として、分析ソフトウェアの利活用、プレゼンテーションに必要なツール、よ

り効果的なデータの視覚化の可能性などについて、情報共有、意見交換を行う勉強会をＦＤ

委員会の主催で２ヶ月に１回程度開催する。 

３）海外の教員及び研究者によるセミナー・講演会

教員を対象として、海外における大学の教育環境の事例報告、国際的な教育環境の紹介、

授業内容及び方法に関する情報共有、コラボレーションの可能性を探るセミナーや講演会

（オンラインを含む）を、キャリア支援・国際交流委員会が主催し、毎学期に１回開催する。

４）研究教育活動に関わる学内部署との情報共有や意見交換の会（研修会・勉強会）

教職員を対象として、学部での研究活動を円滑に行うために、学内の以下の部署との情報

共有や意見交換会、ＦＤ委員会の主催で必要に応じて不定期で開催する。 

＊図書館：情報リテラシー、研究資料やデータの蓄積・充実など 

＊リサーチ・イニシアティブセンター：研究資金の獲得（研究計画、申請書作成等） 

＊メディアセンター：教育研究活動のＩＣＴ活用等 

＊キャリアセンター：学生のキャリア支援等 

２．職員に必要な知識・技能の習得並びに必要な能力及び資質を向上させる研修等 

本学では、大学教育開発・支援センターや人事課等が、教育改善に必要な知識及び技能を

習得させ、その能力及び資質を向上させる等の目的で、シンポジウム及び研修を開催してい

る。特に、大学教育開発・支援センターが開催しているシンポジウムでは、参加対象を全教

職員（事務職員を含む。）としており、著名な研究者を招聘してその時々の高等教育に係る

課題を扱うとともに、毎回小冊子（「大学教育開発研究シリーズ」）を刊行している。 

また、大学設置基準等の一部を改正する省令（平成 28年文部科学省令第 18号)が平成 29

（2017） 年４月１日から施行され、「大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図る

ため、その職員に必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるた

めの研修の機会」を設けること等が求められることを踏まえて、平成 28（2016）年 7 月に
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「立教大学におけるＳＤの実施方針・計画」※を制定した。これは、法人として既に定めて

いる「職員の育成方針」を踏まえ、大学版としてまとめ直したものである。 

※https://www.rikkyo.ac.jp/about/disclosure/educational_policy/

本学職員に求める職員像は、 

(1)建学の精神に対する理解に努め、教育研究機関の一員として自覚・熱意・誇りを持ち、

自ら考え、行動することができる職員

(2)学院を取り巻く環境の変化や多様なステークホルダーに対応し、幅広い視野と経営的

視点をもって、前例にとらわれず、業務改革・改善を推進していくことができる職員

(3)組織の使命・目標を達成するために、マネジメント能力やリーダーシップを発揮でき

る職員

(4)他者との協働において柔軟に対応できるバランス感覚のある職員

(5)幅広い知識と高い専門性を持ち、業務の高度化に対応できる職員

(6)明るく楽しく前向きな職場環境づくりに努め、他者を認め、活かし育てることができ

る職員

としている。 

上記「立教大学におけるＳＤの実施方針・計画」の「ＳＤの実施計画」では、本学が行う

研修を、1)人事部が行う研修、2)各組織が行う研修及び 3)職員各自が行う研修の 3 つに大

別し、各種研修を経ながら職員の能力及び資質の向上に努めている。 

このうち、1)については従前より法人人事部が毎年実施しており、立教大学の職員として

必要な一般的な知識・技能の習得のための内定者研修、新入職員研修、４級職研修等の「資

格等級別研修」（昇格要件となる研修）、政策立案、組織運営、業務マネジメント、人材育成・

管理に関しての能力を培う管理職研修等の「職位別研修」、その他、外部団体主催の研修会

や他機関への職員の派遣等による実務経験などの「目的別研修」の３つに分けられる。 

2)については、各組織の業務に即した職務遂行能力及び職務姿勢を習得するために実施

するものであり、組織別の集合研修、学内外へのプログラム・講習会等への参加等から構成

される。 

3)については、業務に関連した知識・技能習得を目的に実施するものであり、承認された

各種研修の参加費用補助や自主勉強会・研修会の実施費用補助が活用できる。補助対象は、

各種講習会補助、外国語講習会補助、自主勉強会・研修会補助及びＴＯＥＩＣ受験料補助の

４種類である。 
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⑯社会的・職業的自立に関する指導等及び体制

１．教育課程内の取組について 

本学では、各種プログラムの開催やガイドブック配布など年次に応じた段階的支援を行

うキャリアセンターの支援と、学部の専門性を生かした学部独自の支援の両軸で、学生のキ

ャリア・就職活動をサポートしている。興味のある分野や未来社会で担いたい役割など、将

来に夢見る自分の姿を実際の現場へとつなげる、実践的なノウハウがある。 

本学は、キャリアを「仕事・職業を含めた、自立した個としての自分らしい人生のあり方」

と捉えており、就職＝ゴールとは考えていない。学生が卒業後の人生において、自らの意思

によって将来を見据え、主体的に考えながら、自分でキャリアを切り拓いていく力が大切だ

と考えている。その力は、学生が過ごしてきた学生生活での学びや経験を基盤にして築かれ

るものである。そのため、１年次から参加できるプログラムをキャリアセンターや各学部が

多数展開し、学生が多くの経験や多様な価値観に触れ、「学ぶ力」「考える力」を身につけら

れるキャリア支援を行っている。 

専門科目のなかに様々なキャリア形成意識を醸成する科目を設け、初年次から自らの進

路を考えるきっかけとする。１年次に履修する「環境リーダーシップＥＬ１」では初年次教

育の一環として、環境問題に取り組む企業や自治体等と連携し、将来の職業観について考え

る機会を設ける。また、実践系科目の「短期ワークエクスペリエンスＡ・Ｂ」「長期ワーク

エクスペリエンスＡ・Ｂ」では、就業体験活動を通じて社会的・職業的自立を図るために必

要な能力の涵養に資するよう努めていく。さらに、学部の特性に応じたキャリア支援・就職

支援を行うために、学部キャリアサポーターを配置して学部独自の支援を展開する。学部キ

ャリアサポーターは、本学の全学部共通の制度として整備したものであり、学部教員やキャ

リアセンターと連携しながら、学部におけるキャリア教育の推進や国内外のインターンシ

ップの実施など、学部独自のキャリア支援プログラムを展開することが主たる役割であり、

本学部でも同様の制度を導入する。 

２．教育課程外の取組について 

教育課程外の支援体制は、本学内組織のキャリアセンターが担う。キャリアセンターでは、

就職ガイダンスや各種プログラム開催のほか、就職活動に関する情報・資料の公開、キャリ

ア・就職についての個人相談など、数多くのサポートを行っている。これらは就職活動準備

をしている３・４年次生はもちろん、１・２年次から利用できる。学年を問わずキャリア・

就職に関する相談を受け付けており、学生生活の過ごし方や就職活動など、不安や質問があ

る時は気軽に利用することができ、キャリアカウンセリングに熟練した相談員がアドバイ

スする体制を整えている。

３．適切な体制の整備について 
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学生の社会的・職業的自立への支援は、キャリア支援・国際交流委員会を中心として、教

務委員会、学科長及び担当教員による体制を整える。また、全ての教員がアカデミックアド

バイザーとして１学年あたり 12名程度の学生を受け持ち、個別面談を定期的に行うことで、

学生個々の状況を把握し、学部内で情報共有を行う。 
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≪環境学部カリキュラムの構造≫ 
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(1) 文理融合環境総合系履修モデル　≪気候変動≫

科目群 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

必修科目 リベラルアーツとしての環境学原論１・２

環境科学入門１・２

環境フィールドスタディ１

基幹科目A 気候変動とカーボンニュートラル 資源循環とサーキュラーエコノミー

　環境総合 環境とデータサイエンス

基幹科目B 環境倫理 環境政策・経済学入門

　人間と社会 環境法入門

環境教育・ESDとシティズンシップ

環境学のための社会調査法入門

基幹科目C 環境統計学基礎

　科学と技術 環境物理学基礎

環境地学基礎

環境デザイン・マネジメント

発展科目 気候・エネルギー政策論 環境心理学 環境アクションと市民社会

エネルギ―科学 環境と国際政治 国際環境法

地球環境史 環境と国際経済 気候学

サステナビリティ経営論 気象学実習

環境コミュニケーション

地球流体力学

資源循環学

都市環境学

ライフサイクルアセスメント

実践科目 環境リーダーシップEL1・EL2 プロジェクト実習A 長期ワークエクスペリエンスA

プロジェクト実習B

専門演習１・２ 卒業論文・プロジェクト演習１・２

卒業論文または卒業プロジェクト

環境コロキウム１・２

導入科目 大学への物理学 自然科学のための数学

大学への数学

卒業論文または卒

業プロジェクト

総合系 人文社会学系 自然科学系 実践系
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(2) 人文社会科学系履修モデル　≪環境政策≫

科目群 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

必修科目 リベラルアーツとしての環境学原論１・２

環境科学入門１・２

環境フィールドスタディ１

基幹科目A 環境汚染・公害とわたしたちの社会 資源循環とサーキュラーエコノミー

　環境総合 環境アセスメントと持続可能な開発

基幹科目B 環境政策・経済学入門

　人間と社会 環境法入門

環境倫理

環境教育・ESDとシティズンシップ

環境学のための社会調査法入門

基幹科目C 環境統計学基礎

　科学と技術 環境化学基礎

環境デザイン・マネジメント

発展科目 環境ガバナンス 市民参加と合意形成 持続可能な開発と国際協力

法学概論 環境と国際政治 環境正義のための紛争解決学

気候・エネルギー政策論 共創のコーディネーション

環境行政法

環境と人権

社会変革の環境教育学・ESD論

参画と対話のファシリテーション

環境社会調査法実践

環境とアート

都市環境学

実践科目 環境リーダーシップEL1・EL2 長期フィールドワークB 長期ワークエクスペリエンスB

環境リーダーシップEL3・EL4 プロジェクト実習A

専門演習１・２ 卒業論文・プロジェクト演習１・２

卒業論文または卒業プロジェクト

環境コロキウム１・２

導入科目 大学への化学

大学への数学

卒業論文または卒

業プロジェクト

総合系 人文社会学系 自然科学系 実践系
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(3) 自然科学系履修モデル　≪生態生物学≫

科目群 １年次 ２年次 ３年次 ４年次

必修科目 リベラルアーツとしての環境学原論１・２

環境科学入門１・２

環境フィールドスタディ１

基幹科目A 生物多様性とネイチャーポジティブ 環境データサイエンス 環境アセスメントと持続可能な開発

　環境総合

基幹科目B 環境の歴史 環境法入門

　人間と社会 自然環境と人間社会 国際環境法

環境倫理 環境ガバナンス

基幹科目C 環境化学基礎

　科学と技術 環境生物学基礎

環境統計学基礎

発展科目 環境生命実習 環境化学実習 生物生態学

微生物学 海洋生物学 地球環境史

陸上生物学 分子生物学

気候・エネルギー政策論 地球化学

食品化学

環境毒性学

実践科目 環境リーダーシップEL1・EL2 環境フィールドスタディ２ 野外活動実習

環境リーダーシップEL3・EL4 長期ワークエクスペリエンス

専門演習１・２ 卒業論文・プロジェクト演習１・２

卒業論文または卒業プロジェクト

環境コロキウム１・２

卒業論文または卒

業プロジェクト

総合系 人文社会学系 自然科学系 実践系
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資料３ 学校法人立教学院就業規則 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料３ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料４ 立教大学特別専任教授任用規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料４ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料５ 立教大学部長会規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料５ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料６ 立教大学教育改革推進会議規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料６ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料７ 立教大学国際化推進会議規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料７ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料８ 立教大学自己点検・評価規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料８ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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資料９ 立教大学ファカルティ・ディベロップメントに関する規程 

１ 書類等の題名 

「設置の趣旨等を記載した書類」資料９ 

２ 出典 

本学規程 

３ 引用範囲 

全文 

４ その他の説明 

従前より公表していない規程のため、公表を差し控える。 
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学生の確保の見通し等を記載した書類 
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（１）新設組織の概要

①新設組織の概要

新設組織 入学定員 編入学定員 収容定員 
所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

立教大学 

環境学部環境学科 
204名 なし 816名 東京都豊島区西池袋 3-34-1 

②新設組織の特色

■養成する人材像、学位の分野を踏まえた新設組織の特色

立教大学（以下、「本学」という）は、環境学部環境学科（以下、「本学部」という）を新

設することを予定している。 

本学部の教育研究上の目的は「自然環境と人間の関係を複合的な視点でとらえ、環境問題

の解決と持続可能な社会への変革に貢献できる力の育成を目的とする。文理の枠を超えて

幅広く知識を身につけ、現実の課題と結びつけながら活用できる能力と、環境正義の概念を

理解し、自らの強みを活かしながら、対話と協働の関係を構築できるリーダーシップを養

う。」である。 

この目的に基づいて、次のような人材を養成する。 

１）環境に関する基礎知識を自然科学・社会科学・人文科学の観点から幅広く身につけ、

現実の課題と結びつけながら理解できる人材 

２）自然環境を科学的に捉え、社会経済システムに関わる技術と学識をそれぞれの立場で

活用できる人材 

３）様々な関係者や異なる分野の専門家を対話を通じてつなぎ、協働の関係を構築しなが

ら、地域社会及び国際社会に貢献できる人材 

４）“Environmental Justice”（環境正義）の概念を理解し、環境問題の解決とサステナ

ブル社会への変革のために行動できる人材 

学位の分野は、本学のこれまでの教育・研究の実績と成果を基盤として、理学関係、法学

関係、経済学関係の学際・複合領域とする。 

本学部カリキュラムの特色は、次の４点である。 

第一に、文理を融合したリベラルアーツ教育を行う。本学が創立以来、150年にわたって

実践してきたリベラルアーツ教育を「環境学」をテーマに取り組み、文理を融合したカリキ

ュラムを編成する。また、本学の既設組織である理学部、法学部、経済学部等で積み重ねて

きた教育研究の実績を基盤に、「環境学」が有する学際性に配慮した多様な科目群を展開す

る。 
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第二に、フィールドで実践力を身につける。１年次必修科目であるフィールドスタディに

始まり、４年間で国内外に赴き、その土地ごとの環境問題を実際に経験するだけでなく、フ

ィールドワークやプロジェクト実習といった実践系科目では、その課題に取り組み、環境問

題の解決に貢献する実践力を身につける。 

第三に、対話と協働を導くリーダーシップを身につける。本学では、「チームの目標達成

に向けて全員が発揮できるリーダーシップ」を立教型リーダーシップと呼び、全学共通科目

としてグローバルリーダーシッププログラム（ＧＬＰ）や経営学部によるビジネスリーダー

シッププログラム（ＢＬＰ）を展開してきた実績と経験を活用して、環境学部独自のプログ

ラムとして、様々な専門家や利害関係者、ステークホルダーとの間で対話と協働を導く力を

育成する「環境リーダーシッププログラム（ＥＬＰ）」を展開する。 

最後に、“Environmental Justice”「環境正義」の理念に基づく社会変革への意思を共有

する。環境問題が地域間、世代間等で不公正性を有していることを認識し、「環境正義」の

理念を尊重しながら、環境課題の解決にあたることができる力を育むカリキュラムを編成

する。 

■新設組織と関連する既設組織 

新設する環境学部環境学科は、本学が創立以来実践してきたリベラルアーツ教育と、既設

組織の教育研究活動の実績に基づいて設置するものであり、特に、理学部化学科、法学部法

学科、経済学部経済学科を基盤とするものである。なお、これら学部学科において新設組織

開設後の改編等の予定はない。 

既設組織 入学定員 編入学定員 収容定員 
所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

立教大学 

理学部化学科 
77名 なし 308名 東京都豊島区西池袋 3-34-1 

立教大学 

法学部法学科 
360名 なし 1,440名 東京都豊島区西池袋 3-34-1 

立教大学 

経済学部経済学科 
332名 なし 1,328名 東京都豊島区西池袋 3-34-1 
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（２）人材需要の社会的な動向等 

①新設組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析 

「高等教育をはじめとする教育の在り方について、国としての方向性を明確にするとと

もに、誰もが生涯にわたって学び続け学び直しができるよう、教育と社会との接続の多様

化・柔軟化を推進する」ことを目的として、令和３年 12月に設置が閣議決定された、内閣

総理大臣を議長とする教育未来創造会議による、令和４年５月 10日付「我が国の未来をけ

ん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」では、脱炭素化の推進にあたり

「2050 カーボンニュートラル表明自治体のうち、約９割が外部人材の知見を必要とする」

ことから、これらの知見を有するいわゆる「グリーン人材」が不足することを指摘し、今後

の基本的考え方の一つに「社会課題への対応、SDGs への貢献」を挙げて「国民全体のデジ

タルリテラシーの向上を図るとともに、地球規模の課題である脱炭素社会の構築、再生可能

エネルギーの活用、地方創生などの課題解決による価値創造を推進し、Society5.0 と持続

可能な開発目標（SDGs）達成の双方を実現する『Society5.0 for SDGs』に向けて取り組む」

こととしている。また、目指したい人材育成の在り方として、「デジタル、人工知能、グリ

ーン（脱炭素化など）、農業、観光など科学技術や地域振興の成長分野をけん引する高度専

門人材の育成」を重視することが示された。 

また、令和６年５月 14日に閣議決定された、文部科学省と環境省による「環境保全活動、

環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針」では、異

常高温等の気候変動の危機を踏まえて 2050年カーボンニュートラルの実現をはじめとした

持続可能な社会への変革が急務であることを指摘し、社会変革における若者の参画、環境教

育等に取り組む人材の確保・育成に向けて取り組んでいくことが示された。こうした国・政

府等の「グリーン人材」育成に向けた諸方針について、本学部はその教育・研究の面から貢

献することができるものである。 

さらに、前掲した「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の

推進に関する基本的な方針」においては、環境教育で育みたい力として、 

・問題や現象の背景を理解する力 

・多面的かつ総合的なものの見方を重視し体系的に思考する力（システム思考） 

・物事を批判的にとらえ代替案を思考する力（クリティカル思考） 

・創造的に思考する力 

・未来像を予測して計画を立てる力 

・データや情報を分析する力 

・協調的に課題を解決する力 

・複雑さやリスクに対応する力 

・コミュニケーションをとる力 

・リーダーシップを発揮する力 

学生確保（本文）-4-



・シティズンシップを発揮して市民として参加する力 など 

を例示しており、これらは、前述した本学部の育成する人材像とも合致するものである。 

続けて、同方針では、環境教育の実践において大切にしたい点について、 

・環境「の中で」「について」「のため」の教育を状況や目的に応じ組み合わせること 

・人々の個性や多様性を尊重し、安心して参加できる環境を整えること 

・多様な立場や状況、価値観の人々の間の対等な出会いを促すこと 

・学習者の気づきや力を引き出し、学び合いを促進すること（ファシリテーション） 

・主体は「教える人」ではなく「学ぶ人」であることを意識し、自己決定を尊重すること 

・学習者自らが感性を働かせて考えるプロセスを設けること 

・各自の考えや学びの結果を共有し、振り返るプロセスを設けること 

・事物や事象の背後にある意味や関係性を解くこと（インタープリテーション） 

・人と人、人と自然、人と地域・社会のつながりを十分に意識すること 

・経済や社会との関係に留意し、環境、経済、社会の統合的な向上を意識すること 

・活動に遊びや創造の要素を取り入れること 

・日常での体験に加え、旅などの非日常的な体験において感動や学びを引き出すこと 

・特定の結論や価値観に誘導しないよう留意すること 

・個人の行動だけでなく、組織や地域等における集団の取組を重視すること 

などを示しており、この点も、本学部の特色と適合するものであり、本学部が育成しようと

する人材への社会的需要が認められると考える。 

なお、本学が位置する東京都豊島区では、「豊島区環境基本計画（2019-2030）」において、

「みんなが主役―文化とともに発展するエコシティとしま」を推進している。本学部はこの

ような地域課題や豊島区の重点政策に対しても、教育研究の両面でアプローチが可能であ

り、本学部が輩出する人材への需要は地域的にも大いに存在するものである。 

学校法人河合塾がまとめた「2024 年度私立大入試結果」によれば、表１のとおり、私立

大学全体の志願者総数が令和４（2022）年度から令和６（2024）年度にかけて減少傾向であ

ることに対し、本学部の学部系統としてもっとも近しい「総合・環境・情報・人間」系統は、

同３年度間で大きな増減がなく推移しており、今後も安定して志願者を集めることが期待

できる。 

【表１：私立大学志願者数の推移】 

2022年度 2023年度 前年比 2024年度 前年比 

全体 3,206,705人 3,081,623人 96.1％ 3,046,822人 98.9％ 

総合・環境・

情報・人間 
132,250 人 132,697人 100.3％ 132,661 人 99.9％ 

（出典：学校法人河合塾「2024年度私立大入試結果」より作成） 
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【参考資料 URL】 

１）我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/teigen.html 

２）環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本

的な方針 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01376.html 

３）豊島区環境基本計画（2019-2030） 

https://www.city.toshima.lg.jp/148/kuse/shisaku/shisaku/kekaku/008719.html 

４）河合塾「2024年度私立大入試結果」 

https://www.keinet.ne.jp/exam/past/pdf/24s_zentai.pdf 

②中長期的な 18歳人口等対象人口の全国的、地域的動向の分析 

令和７年１月の中央教育審議会大学分科会（第 181回）の資料によれば、18歳人口は 2026

年の 109万人から 2035年には 96万人と、およそ 13万人減少するとされており、全国的に

18 歳人口の減少には歯止めがかかっていない。また、本学が立地する東京都と埼玉県、ま

たこれに隣接する千葉県及び神奈川県（以下「一都三県」という）の 18歳人口の推計にお

いても全国と同様に減少傾向にある（表２）。 

【表２：一都三県の 18歳人口予測】 （単位：万人） 

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 

埼玉県 6.2 6.1 6.1 6.0 6.0 5.9 5.9 5.9 5.6 

千葉県 5.2 5.1 5.1 5.1 5.0 5.0 5.0 4.9 4.7 

東京都 10.5 10.6 10.6 10.3 10.3 10.4 10.6 10.6 10.3 

神奈川県 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.3 7.3 7.3 7.0 

（出典：株式会社教育企画センターが学校基本調査をもとに作成した資料 

https://www.pcpe.jp/blog/20240325-223/を加工して作成） 

その一方で、大学（学部）への進学者の推移を見ると、表３のとおり本学における入学者

の主な出身都道府県である一都三県では大きく減少することなく、維持ないし増加傾向で

推移している。本学では、志願者の約８割が一都三県の出身者で構成されているため、全国

的な 18歳人口の減少傾向の影響を一定程度受けるものの、大学進学率の上昇に伴って、今

後も入学者数を確保できることが見込まれる。よって、新設学部の十分な定員充足が可能で

あるといえる。 
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【表３：全国および一都三県の大学（学部）進学者数の推移】 （単位：人） 

令和３（2021） 令和４（2022） 令和５（2023） 令和６（2024） 

全国 534,312 546,589 546,498 535,721 

埼玉県 31,214 32,130 32,155 31,792 

千葉県 26,437 27,354 27,277 26,830 

東京都 66,352 68,782 68,980 68,115 

神奈川県 39,004 40,847 41,045 40,364 

（出典：令和３年度～同６年度学校基本調査をもとに作成） 

【参考資料 URL】 

中央教育審議会大学分科会（第 181回）資料 

https://www.mext.go.jp/content/20250128-mxt_koutou02-000039884_14.pdf 

③新設組織の主な学生募集地域 

■主な学生募集地域 

本学既設学部の一般選抜における出身高校所在地域別の入学者数は表４のとおりであり、

全体の 78.9％が一都三県で構成されている。こうした状況を踏まえて、本学部では一都三

県を主な学生募集地域として設定する。ただし、環境問題は都市部でのみ生じているわけで

はないこと、学生の多様化を促す意味からも、全国から学生を確保することができるように

周知・ＰＲ活動に取り組む。 

【表４：令和６（2024）年度一般選抜の出身高校所在地域別状況】 

志願者数 合格者数 入学者数 

北海道・東北 1,562 388 67 

北関東 3,050 819 153 

一都三県 44,399 12,987 2,101 

甲信越・東海 4,022 1,143 204 

近畿 828 150 28 

中国 600 156 20 

四国 301 82 14 

九州・沖縄 1,375 297 54 

その他（外国等） 358 72 19 

合計 56,495 16,094 2,660 

また、資料１のとおり、本学部を設置する東京都の状況を見ると、一都三県に所在する高

等学校の出身者でおよそ７割を構成しており、本学既設学部の状況と同様の傾向が見て取
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れる。さらに、日本私立学校振興・共済事業団が作成する「私立大学・短期大学等入学志願

動向」によれば、東京都の大学・学部の定員充足状況（資料１）は直近３年度に 103％前後

で推移しており、学生の確保が充分に可能な地域であると言える。 

④既設組織の定員充足の状況

既設組織の入学定員の直近５年間の充足状況については、資料２のとおりである。いずれ

の学科においても、年度による変動は見られるものの、おおむね安定して 0.95～1.00で推

移していることから、本学のＰＲ・広報活動が一定の成果を挙げており、新設学部において

も定員の充足は可能であると考える。なお、一部の既設組織において、0.9を下回る入学定

員充足状況が生じているが、翌年度には学生を充分に確保できているため、大きな問題は生

じていない。 
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（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

学生確保に向けた取り組みについては、学部学科別ではなく全学部学科共通で展開して

いる。そのため、以下に記載する数値は大学全体で集計したものであり、次のとおりである。 

また、既設学科等の学生募集のためのＰＲ活動の過去の実績については、資料３のとおり

となっており、学生確保に向けて戦略的に推進する入学センターと各学部を中心に全事務

部局の職員が協力し、これらの取り組みを推進している。 

■オープンキャンパスの開催 

令和６（2024）年度オープンキャンパスは８月２日、３日、５日に池袋キャンパスにて３

日間、８月７日、８日に新座キャンパスにて２日間の計５日間にわたって実施した。５日間

の合計来場者数は 47,800 人であった。 

池袋キャンパスの主要プログラム（大学説明会、入試説明会、各学部説明、各学科体験授

業、留学説明会、キャリア説明会、立教生によるトークライブ、立教生によるキャンパスツ

アー）を事前予約制にして実施したが、体験授業等においては予約開始後数分で満席となる

ような学科もあり、高校生等の参加者からのニーズが高いことがわかる。 

■高等学校での進学ガイダンス 

高等学校での進学ガイダンスに年間を通じて参加し、高校生に対して、大学の特色、各学

部の内容、学費・奨学金、取得資格、進路状況、入試制度等について説明を行っている。令

和６（2024）年度においては、延べ 230校で実施した（模擬授業を含む）。 

■高等学校教員対象入試説明会 

毎年６月上旬に、高等学校教員対象の大学説明会をオンラインで実施している。教育の特

色、入試結果、入試制度、キャリア・就職の特長について周知するとともに、個別質問にも

対応している。令和６（2024）年度は事前申し込み 318人、ライブ配信時の視聴者は 235人

であった。 

■進学相談会 

毎年度４月から翌年３月まで、受験生及び保護者対象の進学相談会に参加し、個別相談に

応じるとともに、大学パンフレット等を配布している。令和６（2024）年度は全国 148会場

に参加した（資料参加を含む）。 

なお、令和５（2023）年８月に開催したオープンキャンパスへの来場者のうち、同年度に
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実施した入試の受験状況は表５のとおりである。本学のオープンキャンパスは、中学生から

高校３年生、既卒者まで幅広く来場することから、来場者数のうち概ね２割強が当該年度に

実施する入試の対象者となっている。オープンキャンパスに来場した高校３年生・既卒者の

うち、およそ 1/3程度が本学を志願しており、さらに合格した場合はうち５～６割程度が入

学していることがわかる。こうした状況から、オープンキャンパス来場者の本学への志願度

合いは強く、ＰＲ活動としてのオープンキャンパスは本学にとって有意義な活動といえる。 

【表５：令和５（2023）年度オープンキャンパス来場者の入試出願動向】 

来場者数 

（約） 

高 3・既

卒 (a) 

志願者数 

(b) 

志願率 

(=b/a) 

合格者数 

(c) 

入学者数 

(d) 

入学率 

(=d/c) 

8月 3日 15,000 3,512 1,364 38.8% 419 226 53.9% 

8月 4日 14,700 3,613 1,383 38.3% 471 253 53.7% 

8月 5日 14,200 2,808 932 33.2% 272 161 59.1% 

イ 新設組織における取組とその目標 

■オープンキャンパス 

本学ではこれまで、例年８月上旬にオープンキャンパスを開催しており、令和６（2024）

年度の池袋キャンパスでのオープンキャンパスにおいて、「新設学部構想内容の説明」およ

び「環境学の学びの体験授業」を実施した。 

・８月２日（金）：学部構想内容の説明（２回）12:40～13:30、15:20～16:10 各回 185名 

・８月３日（土）：学部構想内容の説明（２回）12:40～13:30、15:20～16:10 各回 185名 

体験授業（２回）11:20～12:10、14:00～14:50 各回 185名 

全プログラムを事前予約制とし、予約はすべて満席となった。参加した高校２年生、高校

１年生からは、事後のアンケートで「興味が湧いた」、「もっと詳しく知りたい」、「入試科目

を早く知りたい」、「受験したい」等のコメントが見られ、一定のＰＲ効果があったと考えら

れる。 

なお、令和７（2025）年度は本学部の入試広報も盛り込んだ内容を企画し、本学部の特設

コーナーを設けて教育の理念や特色、カリキュラム、入試制度について紹介するほか、令和

６（2024）年に引き続き、環境学の実際の学びに関する体験授業も用意して高校生の興味を

喚起するように努める計画である。また、高校生や保護者からの入試制度に関する相談につ

き、個別に対応する機会も設定する。オープンキャンパスへの参加者や資料請求を行った者

に対しても、本申請に関する認可後に改めて入試要項等の適切な情報提供を速やかに行う。 

■リーフレット、大学ウェブサイト内の専用ページ、パンフレット 

新設学部の学生確保に向けた具体的な取組として、リーフレットを作成し、本学と連携関

係にある高等学校を中心に、本学部の新設および構想内容について高校教員との懇談会に
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て説明を行った後に、日を改めて各高等学校に訪問し、高校生を対象に本学部の説明会を実

施している。本学部の開設時期や入学者選抜の方式について、決まり次第知らせてほしい等

の要望が寄せられるなど、高等学校関係者から非常に高い関心が示されている。また、大学

ウェブサイト内に専用の特設サイトを設け、随時情報を更新し、積極的にＷＥＢ上でもＰＲ

活動を行っている。さらに、本学部のパンフレットを作成し、本学部の設置認可後には、高

等学校関係者と受験生・保護者を対象とした入試広報活動をより積極的に展開する計画で

ある。 

■高等学校関係者を対象とした入試広報活動 

これまで、本学では 230 校以上の高等学校を訪問して本学の教育研究活動や入試制度に

ついて説明を行ってきた。令和６（2024）年度は、高等学校教員対象の大学説明会を開催し、

個別の質問に対応したところである。 

新設組織の開設前年度となる令和７（2025）年度においても、既設学部と本学部の入試広

報のためにこれらの活動を実施する。特に、本学に対して継続的に入学実績が確認できる高

等学校に対しては、本申請に関する認可後速やかに、その事実を伝達し、今後の入試広報活

動の予定を告知する文書を発送する計画である。その後、高等学校を直接訪問して、本学部

の教育の特色や入試制度について説明を行う。また、本学部の設置に伴い、令和８（2026）

年度入試に向けた広報は、環境関連分野や社会課題・地域課題に関連する教育活動に力を入

れている全国の高等学校にも範囲を拡大する計画である。これらの様々な機会を活用して、

新設を目指す本学部に関する情報を伝えることができるように努める。 

■高等学校在学中の生徒や保護者を対象とした入試広報活動 

受験情報誌・ウェブサイトや進学相談会の際に資料請求のあった者に対する大学案内・入

試関連資料の送付のほか、インターネット（本学のウェブサイトや受験情報サイトのウェブ

サイトへの情報掲出）やオープンキャンパスを通じた直接的な情報提供を行っている。令和

７（2025）年度は本申請の認可書受領後、速やかに本学ウェブサイトで学生募集に関する情

報提供を開始し、高校訪問によって高校関係者に伝達する情報をウェブサイトからも入手

することができるようにする。 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数 

 令和６（2024）年度の既設組織の入学者実績においては、一般選抜が 55.0％、学校推薦

型選抜が 35.5％、総合型選抜 9.5％の構成割合となっている。このうち、学校推薦型選抜

は、本学を設置する学校法人内に設置する高等学校、建学の精神を共有するキリスト教の日

本聖公会に連なる高等学校、本学への入学実績や地域特性・教育内容などを総合的に検討し

選定した高等学校に推薦を依頼した結果である。本学部の開設に際しても、引き続き各高等

学校との連携関係を強化していくことで、入学定員 204名の 35％程度を見込む。 
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 また、表３（前掲）のとおり、令和５（2023）年度オープンキャンパス来場者のうち当該

年度の対象となる高校 3年生と既卒者について、33～38％程度が本学を志願している。令和

６（2024）年度に実施したオープンキャンパスの本学部関連プログラムにおいては、全６回

で 1,000名を超える高校生が参加しており、このうち 33～38％程度が志願したとすると 400

名程度の志願者を得ることが見込まれる。令和７（2025）年度も引き続きこうした取り組み

を積極的に進めることで、一般選抜で入学定員 204 名の 55％程度を見込む。 

②競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

ア 競合校の選定理由と環境学部との比較分析、優位性 

競合校の選定理由としては、学校種の類似性は、本学と同様の「私立大学（４年制）」で

あること、学問分野の類似性は、当該大学の教育課程の編成状況を踏まえ、学校基本調査の

学科系統分類表の中分類を参考にしつつ、学校法人河合塾の分類による学際系「環境」の大

学・学部であること、所在地の類似性については、新設組織における主な学生募集地域とし

ている「東京都」と「神奈川県」に所在している大学の教育組織であること、学力層の類似

性は、学校法人河合塾による偏差値を参考に新設組織が想定する学力層と同程度の教育組

織であることから、以下の３大学を選定した。 

・慶応義塾大学環境情報学部 

・法政大学人間環境学部 

・東京都市大学環境学部 

■競合校との比較分析 

教育内容と方法 

 取り上げた３大学のいずれも、環境学系の学部系統と位置付けることができるが、それぞ

れに教育研究の軸を置く領域があったうえで、環境学が有する学際性を担保している。本学

部の大きな特徴は、本学が建学以来、実践を積み重ねてきたリベラルアーツ教育を基盤に、

文理を融合・横断する教育課程の編成にあり、自然科学系の科目群、人文・社会科学系の幅

広い科目群からそれぞれ要件単位数以上を修得する。また、高等学校で文系に重点を置いて

学んできた学生であっても、大学での学びへとつなぐ理系の導入科目群を用意することで、

文系・理系の境界なく学ぶことができるカリキュラムとしている。 

 また、本学部で新たに「環境リーダーシッププログラム（略称：ＥＬＰ）」を開発し展開

する点も他大学にはない大きな特徴である。本学が二十年余りにわたって、「立教型リーダ

ーシップ」と名付け経営学部や全学共通科目で実践してきた、「チームの目標を達成するた

めに全員発揮型のリーダーシップ」を育む教育を、新たに環境学部のプログラムとして開発

する。これからのグリーン人材に求められるスキルの一つとしてリーダーシップを位置付

け、地方自治体や企業等と連携し、ＥＬ１～ＥＬ４の実践的な科目を展開する。本学のリー

ダーシップ教育は企業人事担当者からも高い評価を得ており、本学部を卒業する学生に対
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しても高い評価を得られることが期待できる。 

入試 

 本学部が予定している一般選抜（一般入試）では、文系方式と理系方式の二通りの方法で

選抜を実施することとしており（表６参照）、大学入学共通テスト利用入試においても、文

系と理系の双方で科目選択が可能な入試方法とする。このように、志願者が高等学校におい

て力を入れて取り組んだ教科・科目で受験することができる入試方法を用意することで、多

様な背景をもつ学生で本学部が構成されることを目指している。こうした入試方法は、併願

が想定される競合校と比較すると特徴的であり、より多くの志願者に受験機会を確保する

ものである。 

【表６：環境学部の一般入試実施予定科目】 

文
系
方
式 

国語 
「現代の国語」、「言語文化」（漢文を除く）、「論理国語」、「文学

国語、「古典探究」（漢文を除く） 

地理歴史、 

公民、数学 

「地理総合，地理探究」、「歴史総合，日本史探究」、「歴史総合，

世界史探究」、「公共，政治・経済」、「数学」（数学Ⅰ、数学Ⅱ、数

学Ａ、数学Ｂ［数列］、数学Ｃ［ベクトル］）のうちから１科目選

択 

外国語 
英語資格・検定試験のスコア、もしくは大学入学共通テスト「外

国語（『英語』）」のいずれか 

理
系
方
式 

理科 
「物理」（物理基礎、物理）、「化学」（化学基礎、化学）、「生物」

（生物基礎、生物）のうちから１科目選択 

数学 「数学」（数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学Ａ、数学Ｂ、数学Ｃ） 

英語 
英語資格・検定試験のスコア、もしくは大学入学共通テスト「外

国語（『英語』）」のいずれか 

修学支援 

 本学では全ての学部にアカデミックアドバイザーを置くことを定めている。本学部の場

合、基幹教員１名あたり一学年 12～14名程度の学生を担当し、初年次からの履修指導、学

生生活全般に関する相談を行う。特に、本学部においては、自然科学・人文科学・社会科学

系の科目を広範に展開することから、学生が年度当初に履修計画を作成するうえで、教員か

らのアドバイジングが重要である。定期的に実施する個別面談で、学生の学びに対する意欲

の確認と今後のキャリア形成に向けた助言を行い、学生の修学における問題点を解消でき

るように努める。 

また、本学では全学部に共通する奨学金制度を運用しており、奨学目的の奨学金制度と、
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育成目的の奨学金制度を幅広く展開している。主な給与型の奨学金制度としては、修学が困

難な学生を対象とする「学部給与奨学金」（年額 50万円）、一都三県以外に所在する高等学

校の出身者で経済的な困難を抱える学生を対象とする「自由の学府奨学金」（年額 50万円）、

留学プログラムに参加する学生向けの「グローバル奨学金」（プログラム内容、渡航先に応

じて 10～50万円）、家計急変時に修学を継続できるように支援する「緊急給与奨学金」（年

額 30万円）等、競合する他大学と比較しても充実した奨学金制度を設けており、本学部に

おいてもこれらの制度を活用して修学支援に取り組む。 

就職支援 

 本学ではキャリア支援方針として「①学生が、社会的および職業的に自立した個人として

の自分らしい人生のあり方を追求できるように支援する。②学生が、一生を通じて自らの資

質を向上させ、教養をもって社会に貢献できる人となるよう支援する。」ことを掲げ、キャ

リア支援・就職支援を主管する全学組織であるキャリアセンターと各学部が協働すること

により、充実した就職支援体制を構築している。キャリアセンターでは、就職ガイダンス、

業界企業研究講座、自己分析講座等の 80種類を超えるプログラムを毎年度 300回以上開催

しており、１年次から４年次にかけて適時適切な情報提供と４年間にわたる継続的な支援

を実施している。また、本学の特徴として、各学部にキャリア支援のコーディネーターを専

属で配置し、キャリアセンターと連携しながら各学部の正課プログラムにおけるキャリア

支援を実施している。新設組織においても、これらの就職支援体制のもと、個々の学生に寄

り添った就職支援を実施する。 

 なお、既設組織における卒業生の就職率は、直近の３年度で 97.4％、97.5％、97.7％と

推移しており、本学の就職支援体制が一定の成果を挙げていると言える。 

取得できる資格 

 本学部で取得できる資格は以下の通りである。中学「社会」・高校「公民」ならびに中学

「理科」・高校「理科」の教職課程を有している点は、競合する他大学にはない本学部の特

徴である（教職課程認定申請中）。 

＊教員免許状（中学校一種「社会」、高等学校一種「公民」） 

＊教員免許状（中学校一種「理科」、高等学校一種「理科」） 

 なお、全学部の学生を対象に開講している学校・社会教育講座科目を履修することによっ

て、以下の資格を取得できる。 

＊学芸員 

＊司書 

＊司書教諭 

  ＊社会教育主事 
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イ 競合校の入学志願動向等

本学部と併願が想定される大学の入学定員の充足状況は、下記の表７のとおりである。 

【表７：競合校の過去３年度入学定員充足状況】 

入学 

定員 

R4 年度 R5 年度 R6 年度 
平均 

充足率 
入学 

者数 
充足率 

入学 

者数 
充足率 

入学 

者数 
充足率 

慶應義塾大学 

環境情報学部 
425 469 110% 412 96% 455 107% 104% 

法政大学 

人間環境学部 
343 341 99% 365 106% 295 86% 97% 

東京都市大学 

環境学部 
180 189 105% 187 103% 199 110% 106% 

本学部と併願が想定される各大学が公表している令和４年度から令和６年度の平均の入

学定員充足状況は、環境学系の各大学のいずれも安定して入学者を確保していることがわ

かる。直近の令和６年度入学者については、慶應義塾大学環境情報学部で入学定員 425人に

対して、入学者数 455人、定員充足率 104％、法政大学人間環境学部で入学定員 343人に対

して、入学者数 295 人、定員充足率 86％、東京都市大学環境学部で入学定員 180 人に対し

て、入学者数 199人、定員充足率 106％となっている。年度によって、入学定員充足率に増

減はあるものの、３か年の平均で見れば 100％前後となっており、環境学系の学部について

は 18歳人口の減少期においても安定した入学者動向であると言える。 

ウ 学生納付金等の金額設定の理由

学生納付金（学費等納入金）については、入学金 200,000 円は本学の既設学部と同額で

ある。授業料は 1,350,000 円、実験・実習費については１年次が 40,000 円、２年次以降

20,000円としている（別途、学生健康保険互助組合費 3,500 円）。新設学部の学生納付金の

総額（年額）は、１年次が 1,593,500円、２年次以降は 1,373,500円となる。また、納入方

法は、各年度始めに一括納入か、春学期・秋学期のそれぞれ始めまでに分納（２回）するこ

ととして定めている。本学の人文科学・社会科学系の既設学部と比較した場合、新設学部の

授業料が年間で 10万円程度高く設定している。新設学部の教育課程は文理融合型の教育カ

リキュラムであり、実験・実習科目も含めた理系科目も半数程度配置されていることから、

このような学生納付金の設定を行った。 

また、本学部と併願が想定される競合校の学生納付金は表８のとおりであり、学生確保の

観点から見ても、競合校と比較しても同程度の金額設定となっていることを確認しており、

適切であるといえる。 
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【表８：競合校の学生納付金一覧】 （単位：円） 

慶應義塾大学 

環境情報学部 

法政大学 

人間環境学部 

東京都市大学 

環境学部 

入学金 200,000 240,000 250,000 

授業料 1,090,000 831,000 1,326,000 

実験実習費 - - - 

施設費等 310,000 228,000 

その他 71,350 16,000 60,000 

合計 1,671,350 1,315,000 1,636,000 

③学生確保に関するアンケート調査 

本学部の設置計画を策定するにあたり、定員充足の見込みについて客観的な根拠となる

データから検証することを目的として、本学部の開設初年度に受験対象となる高等学校の

在校生を対象とした進学需要等に関するアンケート調査を実施した。 

ア 高校生アンケートの概要 

調査目的 令和８（2026）年度に立教大学が設置構想中の「環境学部環境学科 (仮称) 」（入学

定員204名）における志願者・入学者等の学生確保の見通しを測定するためのアンケー

トを実施した。 

調査対象 [調査対象]令和８年３月に高校卒業予定である高校２年生（令和６年度） 

[調査地域]「環境学部環境学科（仮称）」の主たる学生募集エリアと想定される東京都

を始めとする関東地方を含む東日本全域の高等学校 271 校から調査の協力を得た。 

調査内容 ・回答者の基本情報（性別、居住地） 

・卒業後の志望進路 

・志望する大学等の設置者 

・興味のある学問分野 

・立教大学「環境学部環境学科（仮称）」特色への興味・関心 

・立教大学「環境学部環境学科（仮称）」への受験・入学意向 

調査時期 令和６年５月～９月 ※令和６年８月実施の立教大学オープンキャンパスを含む 

調査方法 高校側の希望に基づき、紙方式・WEB方式のいずれかでアンケート調査を実施。 

[紙方式] アンケート用紙・「環境学部環境学科（仮称）」概要およびリーフレット

を必要部数送付。ホームルームで配付の上、その場で回答し回収いただいた。 

[WEB方式] 担当教員のメールアドレスにアンケート調査サイトURLおよびアクセス用

QRコードを送付。自校対象生徒のタブレット端末等に配信の上、原則その場で回答し

送信するよう促していただいた。 
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回収件数 有効回答数43,204件 

（うち高校 271 校から 42,718件、令和６（2024）年８月２・３・５日オープンキャンパ

スにて 486 件回収） 

イ 高校生アンケートの結果 

(1)立教大学「環境学部環境学科」への受験・入学意向

本高校生アンケート調査に回答した合計 43,204 名のうち、7,621 名（回答者全体の

18.7％）より立教大学「環境学部環境学科」への受験意向（第一志望～第三志望以降の合

計）が示され、入学定員 204 名の 37.4倍となった。 

一方、「第一志望として受験する」とした 732 名のうち、立教大学「環境学部 環境学科

(仮称)」に合格した場合「入学する」としたのは 627名であった。また、「第二志望とし

て受験する」とした 1,112名のうち、「環境学部環境学科」に合格した場合「志望順位が

上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」としたのは 663名、「第三志望以降として

受験する」とした 5,777名のうち「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学す

る」としたのは 4,908 名であった。 

「環境学部環境学科」を第一志望で受験し合格した場合、他大学の受験結果に関わらず

入学意向を示す高校生が 627 名（入学定員 204 名の 3.1 倍）いた。また、第二・第三志

望以降で受験し合格いた場合、志望順位が上位の志望校合否結果により入学意向を示す

高校生が 5,571名（同 27.3倍）いた。 

(2)クロス集計（大学進学＞私立大学＞「環境学」に興味＞受験意向＞入学意向）

「高校卒業後の希望進路（問３）」、「進学先の大学設置者種別（問４）」、「興味のある学

問分野（問５）」、「受験意向（問７）」、「入学意向（問８）」の五重クロス集計を行ったと

ころ、「大学進学を希望」し、かつ「私立大学を希望」し、かつ「環境学に興味」を持ち、

その上で立教大学「環境学部環境学科」への受験意向を示したのは 1,373 名（第一志望～

第三志望以降の合計）、入学定員 204名の 6.7 倍となった。そのうち「第一志望として受

験する」とした上で「入学する」とした者は 219名であった。同様に「第二志望として受

験する」とし「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」とした者は 196

名、「第三志望以降として受験する」とし「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合

に入学する」とした者は 721名いた。 

五重クロス集計を経てもなお、立教大学「環境学部環境学科」を第一志望で受験し合格

した場合、他大学の受験結果に関わらず入学意向を示す高校生が、予定する入学定員 204

名を上回る 219名いた。また、第二・第三志望以降で受験し合格した場合、志望順位が上

位の志望校合否結果により入学意向を示す高校生が 917名いた。 

以上より、開設初年度に受験対象となる一部の高等学校の在校生に限定した調査結果に
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おいても、本学の環境学部環境学科への入学希望の高さをうかがうことができる。 

資料４：立教大学「環境学部 環境学科 (仮称) 」設置構想についての高校生アンケート調

査（令和６年９月：株式会社 KEIアドバンス／株式会社高等教育総合研究所） 

④人材需要に関するアンケート調査等

本学部の設置計画を策定するうえで、環境学部の人材の養成に関する目的その他の教育

研究上の目的が、社会的な人材需要の見通しを踏まえた計画であることを客観的根拠とな

るデータから検証することを目的として、本学への求人実績や卒業生の採用実績がある関

連企業等を対象として、環境学部で養成する人材の必要性及び卒業生に対する採用意向に

関するアンケート調査を実施した。 

ア 人材需要アンケートの概要

調査目的 令和８（2026）年度に立教大学が設置構想中の「環境学部環境学科 (仮称) 」（入学

定員204名）における卒業後の採用の見通しを測定するためのアンケートを実施し

た。 

調査対象 立教大学「環境学部環境学科 (仮称) 」が養成する人材の採用が見込まれる以下の事

業所に依頼 

・立教大学卒業生の採用実績先企業

・主要官公庁、都道府県庁

・ＮＰＯ（環境保全が主業務／有給職員５名以上）

以上合計 2,587 件 

調査内容 ・回答事業所の基本情報（業種・所在地・従業員または職員規模、新卒採用の際に求

める能力・資質） 

・環境への取り組み（環境保全責任者の勤務状況、脱炭素経営の取り組み）

・立教大学「環境学部環境学科 (仮称) 」が養成する人材の社会的ニーズ

・立教大学「環境学部環境学科 (仮称) 」 が養成する人材の採用意向

調査時期 令和６年５月～６月 

調査方法 調査対象事業所に対しアンケートを郵送し依頼。 

（紙方式・web 方式での回答方法を案内し、いずれかで回答を依頼） 

回収件数 有効回答数 316 件（回収率 12.2%） 

イ 人材需要アンケートの結果

(1)立教大学｢環境学部環境学科(仮称)｣が養成する人材の社会的ニーズ

回答事業所の 74.7％にあたる 236事業所から立教大学「環境学部環境学科（仮称）」で

養成する人材のニーズは高いとの回答を得ており、「環境学部環境学科」が養成する人材
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について、全体の３／４の事業所がその社会的ニーズについて認める結果となっている。 

(2)立教大学｢環境学部環境学科(仮称)｣が養成する人材の採用意向

回答事業所の 58.9％にあたる 186事業所から立教大学「環境学部環境学科 (仮称)」の

卒業予定者の採用意向が示されており、当該 186事業所における採用可能人数（単年度）

の合計は、入学定員の 204名を大きく上回る 366名であった。 

このような本学への求人実績や卒業生の採用実績がある一部の関連企業等に限定した調

査結果においても、環境学部環境学科で学んだ卒業生への採用意向の高さがうかがえるこ

とから、卒業後の進路については見通しがあると考えられる。 

資料５：「環境学部環境学科 (仮称) 」設置構想についての人材需要アンケート（令和６年

７月：株式会社 KEIアドバンス／株式会社高等教育総合研究所） 

（４）新設組織の定員設定の理由

環境学部の定員設定の理由は、一都三県の高等学校・中学校・小学校の生徒・児童数、一

都三県の高等学校を卒業した者の大学進学状況、既設組織の定員充足の状況、競合校の入学

志願動向等、さらには、開設初年度に受験対象となる高等学校の在校生に対する進学需要調

査の結果に加えて、本学への求人実績や卒業生の採用実績がある関連企業等を対象とした

人材需要調査の結果などを総合的に踏まえたものであり、合理性のある設定であると考え

ている。 
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